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第 1 章 調査実施概要 
 

1. 調査の目的 

我が国においては長寿化が進み、高齢期に向けた生活設計の重要性がますます高まってい

る。そうした生活設計の一環として、個々人が老後に向けた資産形成を行う際には、その者

の置かれた環境等を十分に把握し理解した上で適確に行動するといったインフォームド・

ディシジョンが望まれる。インフォームド・ディシジョンを実現するためには、公的年金の

状況、高齢期の雇用や就業の状況、退職金や企業年金などの退職給付の状況など、我が国の

現状の把握が不可欠であるが、本調査においては、既存の統計資料では把握が困難である事

項について補完的に調査を行うため、確定拠出年金の加入者に着目して、掛金拠出状況、投

資教育の実態、投資に関するリテラシーを調査する。 

 

2. 調査の対象 

本調査の対象者は、確定拠出年金に現在加入し、掛金が継続して拠出されている者である。

確定拠出年金には、企業単位で実施し、実施企業の従業員が原則全員加入する「企業型」と、

国民年金基金連合会が実施し、個人が任意に加入する「個人型」があるが、本調査では「企

業型」「個人型」双方の加入者を調査対象としている。 

なお、以下本稿においては、企業型確定拠出年金を「企業型 DC」と呼び、また個人型確

定拠出年金はその愛称をとって「iDeCo」（イデコ）と呼ぶこととする。 

 

3. 調査内容 

本調査における設問の数はスクリーニング調査 14 問と本調査 37 問（企業型 DC、iDeCo

ともに回答した場合）である。 

本調査における調査内容は、回答者の属性（性別、年齢、学歴、仕事、厚生年金・企業年

金の加入状況、家族、年収）のほか、企業型 DC や iDeCo についての状況（掛金額、投資教

育、資産運用の取組み）、勤めている企業での退職給付制度や高齢者雇用の状況、今後の働き

方、老後のための資産形成状況などであり、設問の構成は図表 1.1 のとおりである。 
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4. 調査方法 

下記のとおり、インターネットによるアンケート調査を実施した。 

・ 調査対象地域：全国 

・ 調査形態：インターネット調査 

・ 調査委託先：株式会社クロス・マーケティング 

・ 調査実施時期：2021 年 5 月 20 日～31 日 

・ 調査対象者の選定方法： 

15～64 歳の者（ただし学生は除外）を対象としてスクリーニング調査を行い、その

回答者のうち次の①又は②のいずれかに該当する者を「本調査」の対象とした。 

①企業型 DC に「現在加入している」と回答した者 

②59 歳以下であって、「現在、厚生年金に加入している」と回答し、かつ iDeCo に

「現在加入し、継続して掛金を拠出している」と回答した者 

・ サンプル数と調査対象者の区分： 

「本調査」のサンプル回収目標数は企業型 DC を 4,394、iDeCo を 806 とした。ま

た年齢を 15～19 歳、20～29 歳、30～39 歳、40～49 歳、50～59 歳、60～64 歳の 6 

階層（iDeCo については 20 歳以上 59 歳以下の４階層）に区分し、企業型 DC と iDeCo

 

図表 1.1 本調査の設問の構成 

 

 

(SC1) 性別、(SC2) 年齢、
(SC3) 最終学歴、
(SC4) 従業上の地位、
(SC5) 勤め先の業種、

(SC6) 勤め先の規模、
(SC7) 厚⽣年⾦の加⼊状況、
(SC8) これまでの勤め先、
(SC9) 企業年⾦（企業型DC,DB,

厚⽣年⾦基⾦）への加⼊状況、

(SC10) 企業年⾦以外の
退職給付、

(SC11) iDeCoへの加⼊状況、
(SC12) 税制優遇措置の

活⽤状況、

(SC13) 保有資産の構成、
(SC14) 保有資産額

年収
①年収

⽼後のための積み⽴て・年⾦
㉕⽼後のために必要な資産額
㉖㉗iDeCo以外の定期的な積⽴て

仕事と定年
㉘定年の有無、定年年齢
㉙定年後雇⽤等の制度
㉚現在の勤め先の継続意向
㉛引退時期
㉜引退希望年齢
㉝㉞引退時期等の理由

家族・家計等
㉟同居⼈数
㊱同居者
㊲住居

企業型DC（企業型DC加⼊者のみが対象）

②掛⾦額の把握状況、
③１か⽉あたりの掛⾦額（事業主掛⾦、加⼊者掛⾦別）、
④勤め先でのマッチング拠出制度の有無、
⑤加⼊可能年齢
⑥投資教育の受講等の状況、⑦受講等をしなかった理由、
⑧投資教育等の形式、⑨投資教育の役⽴った程度、
⑩資産運⽤の取組状況、
⑪資産配分を考えるときの重視事項、
⑫商品や資産配分の変更状況、
⑬商品や資産配分の変更の⽬的

iDeCo（iDeCo加⼊者のみが対象）
⑭iDeCoを始めた理由、
⑮掛⾦額の把握状況、
⑯１か⽉あたりの掛⾦額（加⼊者掛⾦、中⼩事業主掛⾦別）、

⑰投資教育の受講等の状況、⑱受講等をしなかった理由、
⑲投資教育等の形式、⑳投資教育の役⽴った程度、
㉑資産運⽤の取組状況、
㉒資産配分を考えるときの重視事項、
㉓商品や資産配分の変更状況、
㉔商品や資産配分の変更の⽬的

スクリーニング(1４問)

本調査（３７問） （64歳以下の企業型DC加⼊者と、59歳以下のiDeCo加⼊者が対象）
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それぞれの年齢構成が 2020 年 3 月末における加入者の実績に合致するよう、図表 1.2

のとおり回収目標数を定めた。 

スクリーニング調査は、「本調査」の回答者が回収目標数に達するまで実施し、結果

としてその実施総数は 39,715 であった。また「本調査」のサンプル総数は 4,505（企

業型 DC は 4,394、iDeCo は 1,973、うち重複加入者は 1,862）であった。 

 

 

5. テスト実査の実施 

この調査は、確定拠出年金の個々の加入者を対象とすることから、その回答者が年金に関

する正確な知識を有していないケースも想定して、年金制度や確定拠出年金の通知書の見方

についての解説を付した。その上で、意図した回答が得られるかどうか確認をするため、本

番の実査を行う前に、企業型 DC、iDeCo それぞれ 200 サンプルでのテストを行った。 

その結果を踏まえて行った対応のうち、主要なものは以下のとおりである。 

・企業型 DC と iDeCo に重複して加入していると回答した者が、実績に照らして著しく多

かった。企業型 DC と iDeCo の区別が曖昧であるまま回答した可能性があることから、

本番実査ではこれらが異なる旨を大きなフォントの赤字で注意喚起した。 

・厚生年金基金に加入していると回答した者が、実績に照らして著しく多かった。厚生年

金基金と厚生年金を混同する可能性についてはテスト実査前から想定しており、一定の

対応を行っていたが、さらに本番実査では、「給与明細で『厚生年金保険料』『厚生年金

基金掛金』のいずれも控除されていれば厚生年金基金に加入している」との説明を表示

した（基金の文字は赤字で表示）。 

・企業型 DC で加入者掛金の拠出（いわゆるマッチング拠出）を行い、iDeCo にも加入し

ていると回答した者が多数存在した。これは制度上あり得ないが、両者を混同している

可能性もあるため、これを回避するため、本番実査では赤字で注意喚起を行った。 

 

なお、テスト実査の対象となった者は、本番の実査の対象とならないようにした。 

 

図表 1.2 本調査の回収目標数 

 

  企業型 DC iDeCo 

～19 歳 21   

20～29 歳 608 36 

30～39 歳 848 134 

40～49 歳 1055 243 

50～59 歳 833 207 

60～64 歳 15   

計 3380 620 
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6. 異常データの除去 

本調査で回収した 4,505 サンプルの中には、次の①と②のように制度上あり得ない内容の

回答をしたものがあった。 

①「iDeCo に加入している」にもかかわらず、「企業型 DC で加入者掛金を拠出している」

（いわゆるマッチング拠出）又は「加入者掛金を拠出していないが勤務先にマッチング

拠出の制度がある」と回答したもの（あわせて 990 サンプル） 

②企業型 DC と iDeCo に重複加入し、企業型 DC の事業主掛金と iDeCo の加入者掛金の

合計額が拠出限度額を超過しているもの（195 サンプル） 

これらのサンプルは、「本調査」に関しては無効回答として扱った。その結果、「本調査」

は 3,461 サンプルで集計を行っている。 
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第 2 章 調査結果 
 

1. 回答者の属性 

(1) スクリーニング調査 

スクリーニング調査における回答者 39715 サンプルの属性は図表 2.1.1 のとおりであり、

男女構成は男性 47.7％、女性 51.9%、年齢構成は 40 歳代が 30.3％、50 歳代が 24.2％など

となっている。 

なお、サンプルの集団特性と日本全体の現状を比較した結果を踏まえると、この調査の結

果を利用するにあたっては、以下の 3 点に留意する必要がある。 

 第 1 点目は最終学歴（SC3）である。2017 年就業構造基本調査によれば、有業者 6408 万

人中、大卒以上は 1969 万人、30.7%であった。スクリーニング調査のサンプルでは大学・大

学院の割合は 44.5％であり、日本全体に比べると、高学歴の者の割合が高い。 

第 2 点目は、企業年金への加入（SC9）である。2020 年 3 月末での実績では、65 歳未満

の厚生年金被保険者 4313 万人に対し、企業型 DC、確定給付企業年金（以下「DB」という）、

厚生年金基金の加入者はそれぞれ 723 万人(17%)、940 万人(22%)、16 万人(0.3%)であった。

スクリーニング調査のサンプルでは、厚生年金 19,624 サンプルのうち、企業型 DC、DB、

厚生年金基金の加入者はそれぞれ 28%、20%、33%であり、実績と比べ、企業型 DC と厚生

年金基金の割合が高い。厚生年金基金については、前述のとおり、厚生年金と誤認しないよ

う注意喚起を行ったが、それでも何らかの誤認をしている可能性がある。 

第 3 点目は、iDeCo、NISA 等への加入状況（SC11、SC12）である。2020 年 3 月末また

は 4 月 1 日の実績では、15～64 歳人口 7,476 万人に対し、iDeCo 加入者 156 万人(2.1%)、

NISA・ｼﾞｭﾆｱ NISA 1,222 万人(16.3%)、つみたて NISA 220 万人(2.9%)、国民年金基金 35

万人(0.5%)、小規模企業共済 148 万人(2.0%)、財形住宅 64 万人(0.9%)、財形年金 161 万人

(2.2%)であった。スクリーニング調査のサンプルでは、iDeCo12.7％、NISA・ジュニア NISA 

11.1%、つみたて NISA11.1%、国民年金基金 8.3%などとなっており、実績と比べ、iDeCo

とつみたて NISA、国民年金基金の割合が高い。 
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図表 2.1.1 スクリーニング調査への回答者の集団特性 

 

SC1 あなたの性別をお答えください。（ＳＡ） 

  回答数 ％ 

 全体 39715 100.0  

 1 男性 18955 47.7  

 2 女性 20594 51.9  

 3 その他 166 0.4  

 

SC2_1 あなたの年齢をお答えください。／歳（ＮＵ） 

   回答数 ％ 

 全体 39715 100.0  

  15-19 歳 778 2.0  

  20-29 歳 7433 18.7  

  30-39 歳 9096 22.9  

  40-49 歳 12051 30.3  

  50-59 歳 9609 24.2  

  60-64 歳 748 1.9  

 

SC3 あなたが最後に卒業された学校は、次のどれに該当しますか。（ＳＡ） 

   回答数 ％ 

 全体 39715 100.0  

 1 中学校 1332 3.4  

 2 高等学校 11912 30.0  

 3 短大・専修学校 8396 21.1  

 4 大学・大学院 17692 44.5  

 5 その他 383 1.0  

 

（続く） 
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SC4 あなたの現在のお仕事（従業上の地位）は次のどれに該当しますか。（ＳＡ） 

   回答数 ％ 

 全体 39715  100.0 

 1 経営者・役員（法人格を持つ自営業の事業主を含む） 881  2.2 

 2 正社員（民間企業の他、公務員・団体等の正規職員を含む） 17608  44.3 
 3 パート・アルバイト 6282  15.8 
 4 契約社員・嘱託 1459  3.7 

 5 派遣社員 1042  2.6 

 6 個人事業主（開業届を出している自営業者・非法人） 1156  2.9 

 7 家族従業者 466  1.2 

 8 
自由業・フリーランス（案件単位で仕事を請け負い、開業届を出してい

ない自営業者） 
811  2.0 

 9 
ギグワーカー（Ｕｂｅｒ Ｅａｔｓなど空き時間等に単発で仕事を請け

負う働き方をしている方） 
26  0.1 

 10 内職（メーカーなどから受け取った原材料などを使って自宅で行う業務） 133  0.3 

 11 その他 301  0.8 

 12 仕事に就いていない（専業主婦（夫）を含む） 9550  24.0 

 

SC5 あなたの現在のお勤め先の業種は次のどれに該当しますか。（ＳＡ） 

   回答数 ％ 

 全体 30165  100.0 

 1 建設業 1659  5.5 

 2 製造業 5668  18.8 

 3 情報通信業 2003  6.6 

 4 運輸業，郵便業 1565  5.2 

 5 卸売業，小売業 3484  11.5 

 6 金融業，保険業 1268  4.2 

 7 学術研究，専門・技術サービス業 917  3.0 

 8 宿泊業，飲食サービス業 1553  5.1 

 9 生活関連サービス業，娯楽業 1813  6.0 

 10 教育，学習支援業 1415  4.7 

 11 医療，福祉 3253  10.8 

 12 農業，林業，漁業，鉱業 275  0.9 

 13 電気・ガス・水道業 438  1.5 

 14 不動産・物品賃貸業 711  2.4 

 15 公務 1569  5.2 

 16 その他 2574  8.5 

 

（続く） 
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SC6 あなたの現在のお勤め先の従業員・雇い人の規模は次のどれに該当しますか。（ＳＡ） 

   回答数 ％ 

 全体 28894  100.0 

 1 １０人未満 4311  14.9 

 2 １０人以上～３０人未満 3494  12.1 

 3 ３０人以上～１００人未満 4297  14.9 

 4 １００人以上～３００人未満 3468  12.0 

 5 ３００人以上～５００人未満 1579  5.5 

 6 ５００人以上～１，０００人未満 1809  6.3 

 7 １，０００人以上 5677  19.6 

 8 官公庁 1020  3.5 

 9 わからない 3239  11.2 

 

SC7 あなたは、現在、厚生年金に加入していますか。（ＳＡ） 

   回答数 ％ 

 全体 27272  100.0 

 1 現在、厚生年金に加入している 19624  72.0 

 2 現在、厚生年金に加入していない 5100  18.7 

 3 わからない 2548  9.3 

 

SC8 あなたのこれまでのお勤め先や働いたことのある組織は、次のどれに当てはまりますか。（ＳＡ）

   回答数 ％ 

 全体 39715  100.0 

 1 民間企業のみ 26883  67.7 

 2 官公庁又は非営利の団体のみ 2232  5.6 

 3 両方経験がある 3289  8.3 

 4 いずれも経験したことはない 2512  6.3 

 5 わからない・覚えていない 4799  12.1 

 

（続く） 
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SC9_A （ａ）企業型確定拠出年金（いわゆる企業型ＤＣ）（ＳＡ） 

   回答数 ％ 

 全体 18481  100.0 

 1 現在加入している 5525  29.9 

 2 現在加入していない 9052  49.0 

 3 現在加入しているかどうかわからない 3904  21.1 

     

SC9_B （ｂ）確定給付企業年金（いわゆるＤＢ）（ＳＡ） 

   回答数 ％ 

 全体 18481  100.0 

 1 
現在加入している  

※厚生年金基金が代行返上した場合もここに該当します。 
3901  21.1 

 2 現在加入していない 9701  52.5 

 3 現在加入しているかどうかわからない 4879  26.4 

     

SC9_C （ｃ）厚生年金基金（ＳＡ） 

   回答数 ％ 

 全体 18481  100.0 

 1 
現在加入している ※厚生年金基金がこれまでに解散や代行返上をして

いる場合は、ここに該当しません。 
6462  35.0 

 2 現在加入していない 7977  43.2 

 3 現在加入しているかどうかわからない 4042  21.9 

 

 

 

SC10_1 あなたのお勤め先には、あなたの老後や退職後に一時金や年金を支給する制度はありますか。

あてはまるものを全てお選びください。（ＭＡ） 

SC10_2 あなたのお勤め先には、あなたの老後や退職後に一時金や年金を支給する制度はありますか。

あてはまるものを全てお選びください。（ＭＡ） 

 (SC10_1 と SC10_2 の合計） 
回答

数 
％ 

 全体 28894  100.0 

 1 
退職一時金制度（社内制度、中小企業退職金共済制度、特定退職金共済制

度） 
8722  30.2 

 2 
自社年金（お勤め先独自の年金制度で、企業年金に関する法律にもとづか

ず実施されているもの） 
2260  7.8 

 3 その他 47  0.2 
 4 ない 9388  32.5 
 5 わからない 9442  32.7 

 

（続く） 
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SC11 あなたはｉＤｅＣｏに加入し、現在も継続して掛金を拠出していますか。（ＳＡ） 

   回答数 ％ 
 全体 39715  100.0 

 1 現在加入し、継続して掛金を拠出している 5026  12.7 
 2 過去に加入していたことがあるが、現在は継続して掛金を拠出していない 1433  3.6 
 3 これまで加入したことはない 25513  64.2 

 4 わからない 7743  19.5 

 

SC12 現在、ｉＤｅＣｏ以外に、個人で税制優遇措置のある制度を活用していますか。あてはまるも

のを全てお選びください。（ＭＡ） 

   回答数 ％ 
 全体 39715  100.0 

 1 ＮＩＳＡ・ジュニアＮＩＳＡ 4416  11.1 
 2 つみたてＮＩＳＡ 4394  11.1 
 3 国民年金基金 2487  6.3 
 4 小規模企業共済 686  1.7 
 5 財形貯蓄（住宅） 1054  2.7 
 6 財形貯蓄（年金） 2279  5.7 
 7 その他 144  0.4 
 8 何もしていない 27918  70.3 

 

SC13 現在、資産形成のためご利用されている商品はどれですか。あてはまる商品を全てお選びくだ

さい。なお、確定拠出年金やＮＩＳＡについては、「確定拠出年金」「ＮＩＳＡ」と答えるの

ではなく、実際に運用している個別の商品でお答えください。（ＭＡ） 

   回答数 ％ 

 全体 39715  100.0 

 1 預貯金 21373  53.8 

 2 株式・ＲＥＩＴ 6413  16.1 

 3 国債・社債等 1672  4.2 

 4 投資信託・ＥＴＦ 5306  13.4 

 5 外貨預金 2074  5.2 

 6 生命保険（個人年金保険は除く） 7623  19.2 

 7 損害保険 2128  5.4 

 8 個人年金保険 6026  15.2 

 9 その他（不動産投資、仮想通貨、金、ＦＸ等） 656  1.7 

 10 何もしていない 13429  33.8 

 

（続く） 
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(2) 本調査 

本調査は、スクリーニング調査において、企業型 DC に「現在加入している」と回答した

か、59 歳以下であって「現在、厚生年金に加入している」かつ iDeCo に「現在加入し、継

続して掛金を拠出している」と回答した者を対象としたが、回答者のうち集計対象とした

3461 サンプルの属性は図表 2.1.2 のとおりである。 

本調査のサンプルはスクリーニング調査のサンプルに比べ、男性、大学・大学院卒業者、

正社員、勤め先の従業員規模 1000 人以上の割合が高い。 

 

 

 

 

SC14 あなたが現在保有している預貯金や株、債券、投資信託、ＲＥＩＴなどの金融資産額はおよそ

いくらですか。（ＳＡ） 

   回答数 ％ 

 全体 39715  100.0 

 1 なし 7321  18.4 

 2 １００万円未満 6156  15.5 

 3 １００万円以上～５００万円未満 6223  15.7 

 4 ５００万円以上～１０００万円未満 3059  7.7 

 5 １０００万円以上～２０００万円未満 2197  5.5 

 6 ２０００万円以上～５０００万円未満 1529  3.8 

 7 ５０００万円以上 769  1.9 

 8 わからない、答えたくない 12461  31.4 

 

図表 2.1.2 「本調査」への回答者の集団特性 

 

SC1 あなたの性別をお答えください。（ＳＡ） 

   回答数 ％ 

 全体 3461 100.0  

1 男性 2556 73.9  

2 女性 902 26.1  

3 その他 3 0.1  

 

（続く） 
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SC2_1 あなたの年齢をお答えください。／歳（ＮＵ） 

   回答数 ％ 

 全体 3461 100.0  

 15-19 歳 20 0.6  

 20-29 歳 559 16.2  

 30-39 歳 848 24.5  

 40-49 歳 1127 32.6  

 50-59 歳 890 25.7  

 60-64 歳 17 0.5  

 

SC3 あなたが最後に卒業された学校は、次のどれに該当しますか。（ＳＡ） 

  回答数 ％ 
 全体 3,461 100.0 

 1 中学校 21 0.6 
 2 高等学校 683 19.7 
 3 短大・専修学校 426 12.3 
 4 大学・大学院 2,316 66.9 
 5 その他 15 0.4 

 

SC4 あなたの現在のお仕事（従業上の地位）は次のどれに該当しますか。（ＳＡ） 

   回答数 ％ 
 全体 3,461 100.0 

 1 経営者・役員（法人格を持つ自営業の事業主を含む） 83 2.4 

 2 正社員（民間企業の他、公務員・団体等の正規職員を含む） 3,182 91.9 

 3 パート・アルバイト 87 2.5 
 4 契約社員・嘱託 65 1.9 
 5 派遣社員 44 1.3 

 

（続く） 
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SC5 あなたの現在のお勤め先の業種は次のどれに該当しますか。（ＳＡ） 

   回答数 ％ 
 全体 3,461 100.0 

 1 建設業 215 6.2 
 2 製造業 1,152 33.3 
 3 情報通信業 414 12.0 
 4 運輸業，郵便業 185 5.3 
 5 卸売業，小売業 341 9.9 
 6 金融業，保険業 248 7.2 
 7 学術研究，専門・技術サービス業 89 2.6 
 8 宿泊業，飲食サービス業 65 1.9 
 9 生活関連サービス業，娯楽業 103 3.0 
 10 教育，学習支援業 79 2.3 
 11 医療，福祉 202 5.8 
 12 農業，林業，漁業，鉱業 14 0.4 
 13 電気・ガス・水道業 99 2.9 
 14 不動産・物品賃貸業 95 2.7 
 15 公務 23 0.7 
 16 その他 137 4.0 

 

SC6 あなたの現在のお勤め先の従業員・雇い人の規模は次のどれに該当しますか。（ＳＡ） 

   回答数 ％ 
 全体 3,461 100.0

 1 １０人未満 119 3.4
 2 １０人以上～３０人未満 151 4.4
 3 ３０人以上～１００人未満 349 10.1
 4 １００人以上～３００人未満 461 13.3
 5 ３００人以上～５００人未満 252 7.3
 6 ５００人以上～１，０００人未満 372 10.7
 7 １，０００人以上 1,584 45.8
 8 官公庁 28 0.8
 9 わからない 145 4.2

 

SC7 あなたは、現在、厚生年金に加入していますか。（ＳＡ） 

  回答数 ％ 
 全体 3,461 100.0 

 1 現在、厚生年金に加入している 3,461 100.0 
 2 現在、厚生年金に加入していない     

 3 わからない     

 

SC8 あなたのこれまでのお勤め先や働いたことのある組織は、次のどれに当てはまりますか。（ＳＡ）

   回答数 ％ 
 全体 3,461 100.0

 1 民間企業のみ 3,142 90.8
 2 官公庁又は非営利の団体のみ 99 2.9
 3 両方経験がある 161 4.7
 4 いずれも経験したことはない   0.0
 5 わからない・覚えていない 59 1.7

 

（続く） 
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SC9_A （ａ）企業型確定拠出年金（いわゆる企業型ＤＣ）（ＳＡ） 

   回答数 ％ 
 全体 3,438 100.0 

 1 現在加入している 3,350 97.4 
 2 現在加入していない 81 2.4 
 3 現在加入しているかどうかわからない 7 0.2 
    

SC9_B （ｂ）確定給付企業年金（いわゆるＤＢ）（ＳＡ） 

   回答数 ％ 
 全体 3,438 100.0 

 1 
現在加入している ※厚生年金基金が代行返上した場

合もここに該当します。 
1,513 44.0 

 2 現在加入していない 1,316 38.3 
 3 現在加入しているかどうかわからない 609 17.7 
    

SC9_C （ｃ）厚生年金基金（ＳＡ） 

   回答数 ％ 
 全体 3,438 100.0 

 1 
現在加入している ※厚生年金基金がこれまでに解散

や代行返上をしている場合は、ここに該当しません。 
1,686 49.0 

 2 現在加入していない 1,221 35.5 
 3 現在加入しているかどうかわからない 531 15.4 

 

SC10_1 あなたのお勤め先には、あなたの老後や退職後に一時金や年金を支給する制

度はありますか。あてはまるものを全てお選びください。（ＭＡ） 

  回答数 ％ 
 全体 3,461 100.0 

 1 
退職一時金制度（社内制度、中小企業退職金共済制度、

特定退職金共済制度） 
1,927 55.7 

 2 
自社年金（お勤め先独自の年金制度で、企業年金に関

する法律にもとづかず実施されているもの） 
484 14.0 

 3 その他 4 0.1 
 4 ない 537 15.5 
 5 わからない 775 22.4 

 

SC11 あなたはｉＤｅＣｏに加入し、現在も継続して掛金を拠出していますか。（ＳＡ） 

   回答数 ％ 
 全体 3,461 100.0

 1 現在加入し、継続して掛金を拠出している 929 26.8

 2 
過去に加入していたことがあるが、現在は継続して掛金を拠出していな

い 
254 7.3

 3 これまで加入したことはない 1,853 53.5
 4 わからない 425 12.3

 

（続く） 
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SC12 現在、ｉＤｅＣｏ以外に、個人で税制優遇措置のある制度を活用してい

ますか。あてはまるものを全てお選びください。（ＭＡ） 

   回答数 ％ 
 全体 3,461 100.0 

 1 ＮＩＳＡ・ジュニアＮＩＳＡ 758 21.9 
 2 つみたてＮＩＳＡ 700 20.2 
 3 国民年金基金 267 7.7 
 4 小規模企業共済 87 2.5 
 5 財形貯蓄（住宅） 240 6.9 
 6 財形貯蓄（年金） 445 12.9 
 7 その他 16 0.5 
 8 何もしていない 1,636 47.3 

 

SC13 現在、資産形成のためご利用されている商品はどれですか。あてはまる商品を全てお選びくだ

さい。なお、確定拠出年金やＮＩＳＡについては、「確定拠出年金」「ＮＩＳＡ」と答えるの

ではなく、実際に運用している個別の商品でお答えください。（ＭＡ） 

   回答数 ％ 
 全体 3,461 100.0

 1 預貯金 2,290 66.2
 2 株式・ＲＥＩＴ 1,134 32.8
 3 国債・社債等 269 7.8
 4 投資信託・ＥＴＦ 898 25.9
 5 外貨預金 329 9.5
 6 生命保険（個人年金保険は除く） 931 26.9
 7 損害保険 294 8.5
 8 個人年金保険 832 24.0
 9 その他（不動産投資、仮想通貨、金、ＦＸ等） 94 2.7
 10 何もしていない 518 15.0

 

SC14 あなたが現在保有している預貯金や株、債券、投資信託、ＲＥＩＴなどの金

融資産額はおよそいくらですか。（ＳＡ） 

  回答数 ％ 
 全体 3,461 100.0 

 1 なし 303 8.8 
 2 １００万円未満 480 13.9 
 3 １００万円以上～５００万円未満 706 20.4 
 4 ５００万円以上～１０００万円未満 440 12.7 
 5 １０００万円以上～２０００万円未満 380 11.0 
 6 ２０００万円以上～５０００万円未満 257 7.4 
 7 ５０００万円以上 114 3.3 
 8 わからない、答えたくない 781 22.6 
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2. スクリーニング調査 

(1) 基本統計 

 ① 性別・年齢階級別のサンプル構成 

スクリーニング調査の性別及び年齢階級別のサンプル構成は図表2.2.1のとおりであり、

15～19 歳の階級を除くと、男女比は概ね５：５となっている。 

 

  

 

図表 2.2.1 性別、年齢階級別 サンプル構成 

《サンプル数》 
  15-19 歳 20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 60-64 歳 年齢計 

全体 778 7433 9096 12051 9609 748 39715

1 男性 266 3413 4478 5805 4620 373 18955

2 女性 501 3960 4581 6213 4968 371 20594

3 その他 11 60 37 33 21 4 166

 

《男女構成割合，単位％》 
  15-19 歳 20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 60-64 歳 年齢計 

全体 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

1 男性 34.2 45.9 49.2 48.2 48.1 49.9 47.7

2 女性 64.4 53.3 50.4 51.6 51.7 49.6 51.9

3 その他 1.4 0.8 0.4 0.3 0.2 0.5 0.4
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 ② 現在の仕事（従業上の地位） 

スクリーニング調査の年齢階級別、現在の仕事別のサンプル構成は図表 2.2.2 のとおり

である。 

 
  

 

図表 2.2.2 年齢階級別 現在の仕事（従業上の地位） 

 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 778 7433 9096 12051 9609 748 39715

1 
経営者・役員（法人格を持つ自営業の事

業主を含む） 
11 143 128 246 320 33 881

2 
正社員（民間企業の他、公務員・団体等

の正規職員を含む） 
159 3343 4425 5601 3938 142 17608

3 パート・アルバイト 115 1214 1389 1984 1488 92 6282

4 契約社員・嘱託 9 220 313 447 372 98 1459

5 派遣社員 6 184 242 345 254 11 1042

6 
個人事業主（開業届を出している自営業

者・非法人） 
1 78 191 375 458 53 1156

7 家族従業者 7 49 111 154 137 8 466

8 

自由業・フリーランス（案件単位で仕事

を請け負い、開業届を出していない自営

業者） 

5 113 173 274 234 12 811

9 

ギグワーカー（Ｕｂｅｒ Ｅａｔｓなど

空き時間等に単発で仕事を請け負う働

き方をしている方） 

1 11 8 5 1   26

10 
内職（メーカーなどから受け取った原材

料などを使って自宅で行う業務） 
10 35 38 31 18 1 133

11 その他 38 90 55 72 41 5 301

12 
仕事に就いていない（専業主婦（夫）を

含む） 
416 1953 2023 2517 2348 293 9550
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 ③ 厚生年金加入状況 

スクリーニング調査の年齢階級別、厚生年金への加入状況は図表2.2.3のとおりである。

30 歳代以上の年齢階級では、概ね 4 分の 3 が厚生年金に加入している。 

 

 

  

  

 

図表 2.2.3 年齢階級別 厚生年金への加入状況 

 

《サンプル数》 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 300 5104 6497 8623 6372 376 27272

1 現在、厚生年金に加入している 110 3240 4777 6414 4799 284 19624

2 現在、厚生年金に加入していない 67 834 1053 1719 1347 80 5100

3 わからない 123 1030 667 490 226 12 2548

 

《構成割合，単位％》 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

1 現在、厚生年金に加入している 36.7 63.5 73.5 74.4 75.3 75.5 72.0

2 現在、厚生年金に加入していない 22.3 16.3 16.2 19.9 21.1 21.3 18.7

3 わからない 41.0 20.2 10.3 5.7 3.5 3.2 9.3
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(2) 保有する金融資産 

 ① 年齢階級別 保有する金融資産の額 

スクリーニング調査での年齢階級別の保有する金融資産額は図表2.2.4のとおりである。

年齢が高い階級ほど、保有している金融資産額が高額である者が多い。60～64 歳では「な

し」「100 万円未満」があわせて 18.1%であった一方で、2000 万円以上と回答した者もあ

わせて 17.4％であった。 

 

  

 

図表 2.2.4 年齢階級別 保有する金融資産の額 

 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 778 7433 9096 12051 9609 748 39715

1 なし 325 2005 1701 1891 1332 67 7321

2 １００万円未満 144 1528 1414 1791 1211 68 6156

3 １００万円以上～５００万円未満 43 1178 1620 1936 1342 104 6223

4 ５００万円以上～１０００万円未満 10 377 807 1035 773 57 3059

5 １０００万円以上～２０００万円未満 6 174 561 728 659 69 2197

6 ２０００万円以上～５０００万円未満 5 66 279 547 560 72 1529

7 ５０００万円以上 2 62 94 236 317 58 769

8 わからない、答えたくない 243 2043 2620 3887 3415 253 12461
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 ② 保有する金融資産額階級別 利用している金融商品 

スクリーニング調査で、保有する金融資産額の階級別の利用している金融商品は図表

2.2.5 のとおりである。保有する金融資産の額によらず、預貯金が６～８割と最も多い。「預

貯金」には及ばないが、「株式・REIT」「投資信託・ETF」「生命保険（個人年金を除く）」

「個人年金」も比較的多くの回答があった。これらの金融商品については、保有する金融

資産額が多いほど、利用しているとの回答も多くなる傾向にあり、特に「株式・REIT」

はその傾向が顕著である。 
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図表 2.2.5 保有する金融資産額階級別 利用している金融商品 

 

  なし 
100 万

円未満

100 万

円以上

～500

万円未

満 

500 万

円以上

～1000

万円未

満 

1000

万円以

上～

2000

万円未

満 

2000

万円以

上～

5000

万円未

満 

500

0 万

円

以

上 

わから

ない、

答えた

くない 

計 

全体 7,321 6,156 6,223 3,059 2,197 1,529 769 12,461 39,715

1 預貯金 1,625 3,664 4,417 2,318 1,751 1,284 626 5,688 21,373

2 株式・REIT 67 861 1,380 938 889 767 475 1,036 6,413

3 国債・社債等 17 134 262 264 252 240 212 291 1,672

4 投資信託・ETF 32 840 1,120 770 746 602 360 836 5,306

5 外貨預金 23 180 317 323 330 292 226 383 2,074

6 
生命保険（個人年金

保険は除く） 
545 1,005 1,533 951 728 573 299 1,989 7,623

7 損害保険 142 256 404 251 219 166 149 541 2,128

8 個人年金保険 326 630 1,143 773 682 554 295 1,623 6,026

9 

その他(不動産投

資、仮想通貨、金、

FX 等) 

10 126 121 87 89 75 63 85 656

10 何もしていない 5,126 1,376 835 240 112 72 40 5,628 13,429

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

な
し

1
0
0
万
円
未
満

1
0
0
万
円
以
上
～

5
0
0
万
円
未
満

5
0
0
万
円
以
上
～

1
0
0
0
万
円
未
満

1
0
0
0
万
円
以
上
～

2
0
0
0
万
円
未
満

2
0
0
0
万
円
以
上
～

5
0
0
0
万
円
未
満

5
0
0
0
万
円
以
上

わ
か
ら
な
い
、
答
え
た

く
な
い

預
貯
金

株
式
・
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ

国
債
・
社
債
等

投
資
信
託
・
Ｅ
Ｔ

Ｆ 外
貨
預
金

生
命
保
険

（
個
人
年
金

保
険
は
除
く
）

損
害
保
険

個
人
年
金
保
険

そ
の
他

（
不
動
産
投
資
、

仮
想
通
貨
、
金
、

Ｆ
Ｘ
等
）

何
も
し
て
い
な
い



 
 

22

(3) 勤め先の退職給付の状況 

 ① 年齢階級別 企業年金への加入状況 

企業型 DC、DB、厚生年金基金の３つの企業年金について、加入状況を年齢階級別にみ

た結果は図表 2.2.6 のとおりである。企業型 DC について「現在加入している」との回答

は、60～64 歳の階級を除くと概ね 3 割前後であり、DB では概ね 2 割前後である。 

「現在加入しているかどうか分からない」との回答は、3 つの企業年金ともに、年齢の

若い層ほど多い。 

 
 

 

図表 2.2.6 年齢階級別 企業年金への加入状況 

 
《企業型 DC》 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 103 3059 4511 6051 4491 266 18481

1 現在加入している 34 950 1355 1704 1437 45 5525

2 現在加入していない 21 1207 2155 3202 2277 190 9052

3 現在加入しているかどうかわからない 48 902 1001 1145 777 31 3904
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《DB》 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 103 3059 4511 6051 4491 266 18481

1 
現在加入している ※厚生年金基金が代行

返上した場合もここに該当します。 
26 716 955 1174 984 46 3901

2 現在加入していない 21 1272 2325 3421 2476 186 9701

3 現在加入しているかどうかわからない 56 1071 1231 1456 1031 34 4879

 

 

《厚生年金基金》 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39
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40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 103 3059 4511 6051 4491 266 18481

1 

現在加入している 

※厚生年金基金がこれまでに解散や代行返

上をしている場合は、ここに該当しません。

34 1178 1624 1985 1540 101 6462

2 現在加入していない 19 925 1824 2906 2158 145 7977

3 現在加入しているかどうかわからない 50 956 1063 1160 793 20 4042
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② 年齢階級別 企業年金以外の退職給付 

企業年金以外の退職給付について年齢階級別にみた結果は図表 2.2.7 のとおりである。

「ない」との回答は高い年齢層ほど多い。また「わからない」との回答は低い年齢層ほど

高い。 

 
  

 

図表 2.2.7 年齢階級別 企業年金以外の退職給付 

 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 308 5231 6799 9152 6967 437 28894

1 
退職一時金制度（社内制度、中小企業退

職金共済制度、特定退職金共済制度） 
77 1544 2134 2663 2160 144 8722

2 

自社年金（お勤め先独自の年金制度で、

企業年金に関する法律にもとづかず実施

されているもの） 

23 493 573 620 507 44 2260

3 その他   5 13 17 11 1 47

4 ない 57 1132 1929 3277 2789 204 9388

5 わからない 163 2255 2411 2808 1738 67 9442
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 ③ 年齢階級別 退職給付の有無 

退職給付の有無について年齢階級別にみた結果は図表 2.2.8 のとおりである。ここで「退

職給付がある」とは、日本における代表的な退職給付である「企業型 DC」、「DB」、「厚生

年金基金」、「退職一時金制度」、「自社年金」のいずれかが「ある」と回答した者を集計し

たものである。なお、複数の制度に加入している場合に、そのすべてを把握できているか

どうかは不明であることに留意が必要である。 

20 歳から 59 歳の年齢層では、退職給付があるとの回答は概ね 3 分の１程度である。 

 

  

 

図表 2.2.8 年齢階級別 退職給付の有無 
※「退職給付がある」とは、企業型 DC、DB、厚生年金基金、退職一時金

制度、自社年金のいずれかが「ある」と回答した者をいう。 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 778 7433 9096 12051 9609 748 39715

1 退職給付がある 106 2465 3371 4311 3363 204 13820

2 
退職給付がない、又は退職給付の有無がわか

らない 
672 4968 5725 7740 6246 544 25895
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 ④ 保有する資産額階級別 退職給付の有無 

退職給付の有無について、現在保有している金融資産の額階級別にみた結果は図表 2.2.9

のとおりである。現在保有している金融資産の額が 1000 万円以上の層では、約 6 割が退

職給付があると回答し、一方で、現在保有している金融資産の額が 1000 万円未満の層で

は、その額が低いほど、退職給付があるとの回答が少なくなっている。 

 
 

  

 

図表 2.2.9 保有する金融資産の額階級別 退職給付の有無 
※「退職給付がある」とは、企業型 DC、DB、厚生年金基金、退職一時金

制度、自社年金のいずれかが「ある」と回答した者をいう。 
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100 万

円未満
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上 

わから

ない、
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全体 7,321 6,156 6,223 3,059 2,197 1,529 769 12,461

1 退職給付がある 1,545 2,090 2,883 1,614 1,267 911 445 3,065

2 
退職給付がない、又は退職

給付の有無がわからない 
5,776 4,066 3,340 1,445 930 618 324 9,396
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(4) 個人での税制優遇制度の利用状況 

 ① 年齢階級別 個人型確定拠出年金（iDeCo）への加入状況 

個人型確定拠出年金（iDeCo）への加入状況を年齢階級別にみた結果は図表 2.2.10 のと

おりである。iDeCo に「これまで加入したことはない」との回答は、6～7 割程度であり、

年齢の高い層ほど多い。また「わからない」との回答は若い年齢層ほど多い。なお、60～

64 歳で「現在加入し、継続して掛金を拠出している」との回答もあったが、この調査の実

施時点では iDeCo の加入は 59 歳以下に限られていたことから、この回答には何らかの誤

認があると思われる。 

 
  

 

図表 2.2.10 年齢階級別 iDeCo への加入状況 

 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 778 7433 9096 12051 9609 748 39715

1 現在加入し、継続して掛金を拠出している 27 768 1233 1687 1273 38 5026

2 
過去に加入していたことがあるが、現在は継

続して掛金を拠出していない 
14 375 338 337 288 81 1433

3 これまで加入したことはない 491 4273 5636 7949 6601 563 25513

4 わからない 246 2017 1889 2078 1447 66 7743

 

 

 

31.6% 27.1%
20.8% 17.2% 15.1%

8.8%
19.5%

63.1%

57.5%
62.0% 66.0% 68.7%

75.3%
64.2%

1.8%

5.0%
3.7% 2.8% 3.0%

10.8%
3.6%

3.5%
10.3% 13.6% 14.0% 13.2%

5.1%
12.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

15-19歳 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-64歳 年齢計

現在加入し、継続して

掛金を拠出している

過去に加入していたこ

とがあるが、現在は継

続して掛金を拠出して

いない

これまで加入したこと

はない

わからない



 
 

28

 

 ② 年齢階級別 iDeCo 以外の税制優遇措置の利用状況 

個人の資産形成を支援する税制優遇措置のうち iDeCo 以外のものついて、その利用状況

を年齢階級別にみた結果は図表 2.2.11 のとおりである。 

「何もしていない」との回答が、20 歳以上の年齢層では 7 割程度であり、15～19 歳で

は 9 割弱である。 

利用されているものとしては、「ＮＩＳＡ・ジュニアＮＩＳＡ」「つみたてＮＩＳＡ」が

多く、どの年齢層でもあわせて 2 割程度がこれらのいずれかを利用していると回答してい

る。30 歳代以下では「つみたてＮＩＳＡ」、40 歳代以上では「ＮＩＳＡ・ジュニアＮＩＳ

Ａ」との回答が多くなっており、目的に応じて使い分けがなされていると考えられる。 

 
  

 

図表 2.2.11 年齢階級別 iDeCo 以外の税制優遇措置の利用状況 

 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 778 7433 9096 12051 9609 748 39715

1 ＮＩＳＡ・ジュニアＮＩＳＡ 32 578 1058 1457 1179 112 4416

2 つみたてＮＩＳＡ 39 1084 1299 1206 726 40 4394

3 国民年金基金 33 555 627 657 558 57 2487

4 小規模企業共済 9 163 152 192 151 19 686

5 財形貯蓄（住宅） 13 215 258 296 255 17 1054

6 財形貯蓄（年金） 25 356 528 671 658 41 2279

7 その他 3 22 35 43 40 1 144

8 何もしていない 671 5248 6102 8542 6823 532 27918
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 ③ 年齢階級別 現在利用している金融商品 

現在利用している金融商品について年齢階級別にみた結果は図表 2.2.12 のとおりであ

る。全ての年齢層で最も多く利用されている商品は「預貯金」である。「預貯金」には及ば

ないが、20 歳以上の年齢層では「株式・REIT」「投資信託・ETF」「生命保険（個人年金

保険は除く）」「個人年金保険」が比較的多く利用され、年齢が高いほど多く利用される傾

向にある。他方で「何もしていない」との回答は、15～19 歳、20～24 歳ではそれぞれ約

7 割、約 5 割であるが、年齢が高い層ほど少なくなっている。 

 

  

 

図表 2.2.12 年齢階級別 現在利用している金融商品 

 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 778 7433 9096 12051 9609 748 39715

1 預貯金 176 2834 4822 6996 6028 517 21373

2 株式・ＲＥＩＴ 27 778 1467 2051 1900 190 6413

3 国債・社債等 8 283 370 481 473 57 1672

4 投資信託・ＥＴＦ 15 793 1318 1649 1393 138 5306

5 外貨預金 11 248 477 699 575 64 2074

6 生命保険（個人年金保険は除く） 63 843 1632 2536 2355 194 7623

7 損害保険 29 228 366 692 742 71 2128

8 個人年金保険 29 634 1201 1897 2099 166 6026

9 その他（不動産投資、仮想通貨、金、ＦＸ等）   80 164 237 164 11 656

10 何もしていない 522 3514 3119 3609 2491 174 13429
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 ④ 保有する金融資産額階級別 iDeCo への加入状況 

iDeCoへの加入状況を現在保有する金融資産額階級別にみた結果は図表2.2.13のとおり

である。現在保有している金融資産額が高いほど、iDeCo に加入する者の割合も高い。 

 
 

  

 

図表 2.2.13 保有する金融資産額階級別 iDeCo への加入状況 

 

  保有している金融資産額 (･･万円以上～･･万円未満) 

  なし ～100 
100～

500 

500～

1000 

1000～

2000 

2000～

5000 
5000～ 

わから

ない、

答えた

くない 

計 

全体 7,321 6,156 6,223 3,059 2,197 1,529 769 12,461 39,715

1 

現在加入し、継続

して掛金を拠出

している 

341 657 1,070 702 587 446 259 964 5,026

2 

過去に加入して

いたことがある

が、現在は継続し

て掛金を拠出し

ていない 

171 246 318 187 137 81 52 241 1,433

3 
これまで加入し

たことはない 
5,086 4,514 4,224 1,951 1,328 919 416 7,075 25,513

4 わからない 1,723 739 611 219 145 83 42 4,181 7,743

 

  保有している金融資産額 (･･万円以上～･･万円未満) 

  なし ～100 
100～

500 

500～

1000 

1000～

2000 

2000～

5000 
5000～ 

わから

ない、

答えた

くない 

計 

全体 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

1 

現在加入し、継

続して掛金を拠

出している 

4.7% 10.7% 17.2% 22.9% 26.7% 29.2% 33.7% 7.7% 12.7%

2 

過去に加入して

いたことがある

が、現在は継続

して掛金を拠出

していない 

2.3% 4.0% 5.1% 6.1% 6.2% 5.3% 6.8% 1.9% 3.6%

3 
これまで加入し

たことはない 
69.5% 73.3% 67.9% 63.8% 60.4% 60.1% 54.1% 56.8% 64.2%

4 わからない 23.5% 12.0% 9.8% 7.2% 6.6% 5.4% 5.5% 33.6% 19.5%
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 ⑤ 保有する金融資産額階級別 iDeCo 以外の税制優遇措置の利用状況 

iDeCo 以外の税制優遇措置の利用状況について、現在保有する金融資産額階級別にみた

結果は図表 2.2.14 のとおりである。保有する金融資産の額が 5000 万円未満の層では「何

もしていない」との回答が最多であるが、現在保有している金融資産額が高いほど、この

回答は少なくなる傾向にある。「NISA・ジュニア NISA」との回答は、現在保有している

金融資産額が高いほど多い。 

 

 

 ⑥ 保有する金融資産額階級別 現在利用している金融商品 

現在利用している金融商品について、現在保有する金融資産額階級別にみた結果は図表

2.2.15 のとおりである。金融資産の額によらず、「預貯金」との回答が最多である。預貯

金には及ばないが、次いでどの層においても「株式・REIT」「投資信託・ETF」「生命保

険（個人年金保険は除く）」「個人年金保険」の利用が多くみられる。これらの商品は金融

 

図表 2.2.14 保有する金融資産額階級別 

 iDeCo 以外の税制優遇措置の利用状況 

 

  保有している金融資産額 (･･万円以上～･･万円未満) 

  なし ～100 
100～

500 

500～

1000 

1000

～

2000 

2000

～

5000 

5000

～ 

わから

ない、答

えたく

ない 

計 

全体 7,321 6,156 6,223 3,059 2,197 1,529 769 12,461 39,715

1 NISA・ジュニア NISA 200 585 896 622 605 496 307 705 4,416

2 つみたて NISA 222 919 1,023 591 474 289 145 731 4,394

3 国民年金基金 286 405 480 271 214 134 107 590 2,487

4 小規模企業共済 27 73 129 110 102 72 64 109 686

5 財形貯蓄（住宅） 38 110 214 146 144 130 70 202 1,054

6 財形貯蓄（年金） 140 252 461 282 266 196 121 561 2,279

7 その他 11 24 31 12 16 4 5 41 144

8 何もしていない 6,543 4,195 3,681 1,550 942 646 272 10,089 27,918
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40%

50%
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70%

80%

90%

なし 100万円未満 100万円以上～500万円未満 500万円以上～1000万円未満 1000万円以上～2000万円未満 2000万円以上～5000万円未満 5000万円以上 わからない、答えたくない

ＮＩＳＡ・ジュニアＮＩＳＡ つみたてＮＩＳＡ 国民年金基金 小規模企業共済 財形貯蓄（住宅） 財形貯蓄（年金） その他 何もしていない
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資産の額が多い層ほど多く利用されており、特に「株式・REIT」はその傾向が顕著であ

る。 

他方で「何もしていない」との回答は、保有している金融資産額が「なし」の場合には

約 7 割、「100 万円未満」の場合には約 2 割だが、他の階級では約 1 割ないし 1 割未満で

ある。 

 

 

図表 2.2.15 保有する金融資産額階級別 現在利用している金融商品 

 

  保有している金融資産額 (･･万円以上～･･万円未満) 

  なし ～100 
100～

500 

500～

1000 

1000

～

2000 

2000

～

5000 

5000

～ 

わから

ない、

答えた

くない 

計 

全体 7,321 6,156 6,223 3,059 2,197 1,529 769 12,461 39,715

1 預貯金 1,625 3,664 4,417 2,318 1,751 1,284 626 5,688 21,373

2 株式・REIT 67 861 1,380 938 889 767 475 1,036 6,413

3 国債・社債等 17 134 262 264 252 240 212 291 1,672

4 投資信託・ETF 32 840 1,120 770 746 602 360 836 5,306

5 外貨預金 23 180 317 323 330 292 226 383 2,074

6 
生命保険(個人年

金保険は除く) 
545 1,005 1,533 951 728 573 299 1,989 7,623

7 損害保険 142 256 404 251 219 166 149 541 2,128

8 個人年金保険 326 630 1,143 773 682 554 295 1,623 6,026

9 

その他(不動産投

資、仮想通貨、金、 

FX 等) 

10 126 121 87 89 75 63 85 656

10 何もしていない 5,126 1,376 835 240 112 72 40 5,628 13,429
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3. 本調査 

(1) 基本統計 

 ① 性別・年齢階級別、学歴別、従業上の地位別、勤め先の業種・規模別のサンプル構成 

本調査の性別及び年齢階級別のサンプル構成は図表 2.3.1 のとおりである。本調査では、

企業型 DC または iDeCo への加入者が対象となっているためと考えられるが、男性や、最終

学歴が大学・大学院である者の割合がスクリーニング調査よりも高い。また、従業上の地位

は、9 割超が正社員となっている。さらに、勤め先の業種については、スクリーニング調査

に比べると、製造業(SC 調査 18.8%、本調査 33.3%）と情報通信業（SC 調査 6.6%、本調査

12.0%）は多く、医療・福祉（SC 調査 10.8%、本調査 5.8%）は少ない。勤め先の規模は、

スクリーニング調査に比べて全般的に大きい。 

 

 

 

図表 2.3.1 性別・年齢階級別、学歴別、従業上の地位別、 

勤め先の業種・規模別のサンプル構成 

 
性・年齢階級別 
  15-19 歳 20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 60-64 歳 年齢計 

全体 20 559 848 1,127 890 17 3,461

1 男性 8 342 603 854 733 16 2,556

2 女性 12 217 245 272 155 1 902

3 その他       1 2   3
     

  15-19 歳 20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 60-64 歳 年齢計 

全体 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

1 男性 40.0% 61.2% 71.1% 75.8% 82.4% 94.1% 73.9%

2 女性 60.0% 38.8% 28.9% 24.1% 17.4% 5.9% 26.1%

3 その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.2% 0.0% 0.1%

 

 

最終学歴 
  回答数 ％ 

全体 3,461 100.0

1 中学校 21 0.6

2 高等学校 683 19.7

3 短大・専修学校 426 12.3

4 大学・大学院 2,316 66.9

5 その他 15 0.4

 

 

（続く） 
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現在の仕事（従業上の地位） 
  回答数 ％ 

全体 3,461 100.0 

1 経営者・役員（法人格を持つ自営業の事業主を含む） 83 2.4 

2 正社員（民間企業の他、公務員・団体等の正規職員を含む） 3,182 91.9 

3 パート・アルバイト 87 2.5 

4 契約社員・嘱託 65 1.9 

5 派遣社員 44 1.3 

 
勤め先の業種 
  回答数 ％ 

全体 3,461 100.0

1 建設業 215 6.2

2 製造業 1,152 33.3

3 情報通信業 414 12.0

4 運輸業，郵便業 185 5.3

5 卸売業，小売業 341 9.9

6 金融業，保険業 248 7.2

7 学術研究，専門・技術サービス業 89 2.6

8 宿泊業，飲食サービス業 65 1.9

9 生活関連サービス業，娯楽業 103 3.0

10 教育，学習支援業 79 2.3

11 医療，福祉 202 5.8

12 農業，林業，漁業，鉱業 14 0.4

13 電気・ガス・水道業 99 2.9

14 不動産・物品賃貸業 95 2.7

15 公務 23 0.7

16 その他 137 4.0

 

勤め先の規模 
  回答数 ％ 

全体 3,461 100.0

1 １０人未満 119 3.4

2 １０人以上～３０人未満 151 4.4

3 ３０人以上～１００人未満 349 10.1

4 １００人以上～３００人未満 461 13.3

5 ３００人以上～５００人未満 252 7.3

6 ５００人以上～１，０００人未満 372 10.7

7 １，０００人以上 1,584 45.8

8 官公庁 28 0.8

9 わからない 145 4.2
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 ② 企業年金への加入状況 

本調査における企業型 DC、DB、厚生年金基金の３つの企業年金の加入状況は図表 2.3.2

のとおりである。 

本調査では確定拠出年金への加入者を対象としているので、企業型 DC に「現在加入し

ていない」と回答したのは iDeCo のみに加入している者である。 

DB や厚生年金基金については「現在加入しているかどうかわからない」との回答が 2

割弱であった。 

 

  

 

図表 2.3.2 企業年金への加入状況 

 
（ａ）企業型ＤＣ 
  回答数 ％ 

全体 3,438 100.0

1 現在加入している 3,350 97.4

2 現在加入していない 81 2.4

3 現在加入しているかどうかわからない 7 0.2
    

（ｂ）ＤＢ 
  回答数 ％ 

全体 3,438 100.0

1 現在加入している※厚生年金基金が代行返上した場合もここに該当します。 1,513 44.0

2 現在加入していない 1,316 38.3

3 現在加入しているかどうかわからない 609 17.7
    

（ｃ）厚生年金基金 
  回答数 ％ 

全体 3,438 100.0

1 
現在加入している※厚生年金基金がこれまでに解散や代行返上をしている場

合は、ここに該当しません。 
1,686 49.0

2 現在加入していない 1,221 35.5

3 現在加入しているかどうかわからない 531 15.4
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 ③ iDeCo への加入状況 

iDeCo への加入状況と iDeCo 加入者がそれを始めた理由は図表 2.3.3 のとおりである。

本調査は確定拠出年金への加入者を対象としているので、「過去に加入していたことがある

が、現在は継続して掛金を拠出していない」「これまで加入したことはない」と回答したの

は企業型 DC のみに加入する者である。 

また iDeCo を始めた理由については、「節税効果に魅力を感じたから」が 3 割で最多で

ある。「公的年金や企業年金だけでは老後が不安だから」「老後資産をもっと増やしたいか

ら」「預貯金ではお金が増えないから」のように、資産を増やしたいとの動機によるものも

多い。なお、「特に理由はない、わからない」との回答が約 3 分の 1 あったが、自らの意

思で加入する制度にもかかわらず、なぜこのような回答が多かったのかは不明である。 

 

  

 

図表 2.3.3 iDeCo への加入状況と iDeCo を始めた理由 
加入状況 
  回答数 ％ 

全体 3,461 100.0

1 現在加入し、継続して掛金を拠出している 929 26.8

2 過去に加入していたことがあるが、現在は継続して掛金を拠出していない 254 7.3

3 これまで加入したことはない 1,853 53.5

4 わからない 425 12.3

 

iDeCo を始めた理由 
  回答数 ％ 

全体 920 100.0 

1 節税効果に魅力を感じたから 284 30.9 

2 お金が余っているから 55 6.0 

3 公的年金や企業年金だけでは老後が不安だから 152 16.5 

4 老後資産をもっと増やしたいから 171 18.6 

5 預貯金ではお金が増えないから 145 15.8 

6 投資・積立が好きだから 58 6.3 

7 所属企業がすすめてくれたから 69 7.5 

8 人に勧められたから 43 4.7 

9 転退職に伴い、企業型確定拠出年金（ＤＣ）の資産を移管するため 20 2.2 

10 確定給付企業年金（ＤＢ）や厚生年金基金の資産を移管するため 23 2.5 

11 特に理由はない、わからない 319 34.7 

12 その他     
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(2) 企業型 DC への拠出額 

 ① 年齢階級別 事業主掛金額 

企業型 DC の事業主掛金について、年齢階級別の掛金額分布は図表 2.3.4 のとおりであ

り、20 歳代から 40 歳代にかけて年齢が高くなるほど高額の者が多くなる傾向にあり、40

歳代と 50 歳代では概ね同様の分布となっている。15～19 歳と 60～64 歳はサンプル数が

少ないことに留意が必要である。 

なお、「1～5000 円」「5001～10000 円」「10001～20000 円」「20001～30000 円」「30001

円～」と区分したときのそれぞれの構成割合は 23.6%、30.1%、29.0%、14.0%、3.3%で

あるが、2019 年度の日本全体の実績 29.5%、28.2%、25.8％、10.7%、5.8％と比べると、

5001 円から 30000 円の層が多い。 

 

 

図表 2.3.4 年齢階級別 企業型 DC の事業主掛金 

 
    15-19歳 20-29 歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-64歳 年齢計

全体 20 557 825 1072 840 17 3331

1 金額がわかる 13 390 581 714 537 10 2245

2 わからない 7 167 244 358 303 7 1086

 
    15-19 歳 20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 60-64 歳 年齢計

全体 13 390 581 714 537 10 2245

 0 円               

 1～5000 円 6 118 162 139 104 1 530

 5001～10000 円   138 179 191 165 2 675

 10001～15000 円   53 92 142 95 5 387

 15001～20000 円 3 38 68 94 62   265

 20001～25000 円 2 22 33 54 42 1 154

 25001～30000 円 1 16 32 63 47 1 160

 30001～35000 円   1 4 5 6   16

 35001～40000 円     4 11 3   18

 40001～45000 円     2 3 2   7

 45001～50000 円   2 3 2 6   13

 50001～55000 円 1 2 2 10 5   20
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38

 

 ② 年齢階級別 加入者掛金額 

企業型 DC の加入者掛金（いわゆるマッチング拠出）について、年齢階級別の掛金額分

布は図表 2.3.5 のとおりであり、どの年齢層でも 0 円の者の割合が最多であるが、20 歳代

から 50 歳代にかけて、年齢が高くなるほど拠出する者の割合が高まり、また掛金額も高

額となる傾向にある。 

なお、「0 円」「1～5000 円」「5001～10000 円」「10001 円～」と区分した場合のそれぞ

れの構成割合は 74.2％、8.7％、10.7％、6.2％であるが、日本全体の 2019 年度の実績 53.2%、

23.7%、14.5%、8.7％と比べると、「0 円（拠出していない）」が多い。 

 

  

 

図表 2.3.5 年齢階級別 企業型 DC の加入者掛金 

 

    15-19歳 20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 60-64 歳 年齢計

全体 20 557 825 1072 840 17 3331

1 金額がわかる 0 75 155 183 194 0 607

2 
拠出しているが、金額

はわからない 
2 8 13 20 7 0 50

3 拠出していない 15 332 452 565 375 11 1750

4 わからない 3 142 205 304 264 6 924

 

    15-19 歳 20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 60-64 歳 年齢計

全体 15 407 607 748 569 11 2357

 0 円 15 332 452 565 375 11 1750

 1～5000 円   37 59 54 56   206

 5001～10000 円   30 59 68 96   253

 10001～15000 円   7 22 38 26   93

 15001～20000 円     5 12 6   23

 20001～25000 円   1 9 6 10   26

 25001～30000 円     1 4     5
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 ② 年収階級別 企業型 DC の事業主掛金額 

企業型 DC の事業主掛金について、年収階級別の掛金額の分布は図表 2.3.6 のとおりで

ある。年収 300 万円以上の層では、年収が高いほど掛金が高額となる傾向にある。 

 

 

図表 2.3.6 年収階級別 企業型 DC の事業主掛金額 

 

 

年収(･･万円以上～･･万円未満) サンプル数 掛金額の平均 

～150 73 10,856 

150～200  62 12,646 

200～250 83 10,151 

250～300 100 11,464 

300～350 124 9,124 

350～400 142 10,316 

400～450 204 10,993 

450～500 136 12,836 

500～550 146 11,848 

550～600 126 12,755 

600～700 196 13,930 

700～800 187 14,034 

800～900 134 14,687 

900～1000 99 16,973 

1000～1500 152 18,996 

1500～ 26 17,140 

計 1990 12,977 
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500万円以上～550万円未満

550万円以上～600万円未満
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 ③ 年齢階級別、年収階級別 企業型 DC の事業主掛金の平均掛金額 

企業型 DC の事業主掛金について、年齢階級別・年収階級別に平均掛金額をみた結果は

図表 2.3.7 のとおりである。40 歳代から 50 歳代前半の年齢層では、他の年齢層に比べて、

年収 300 万円以上での年収と事業主掛金との比例関係がはっきりと現れている。 

 
 

  

 

図表 2.3.7 年齢階級別、年収階級別 企業型 DC の事業主掛金の平均掛金額 
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年収階級計
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金額（円） 

9,980 11,163 11,172 12,686 14,153 14,485 13,727 14,159

 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

平均掛金額（円）

1
5
0
万
円
未
満

1
5
0
万
円
以
上
～
2
0
0
万
円
未
満

2
0
0
万
円
以
上
～
2
5
0
万
円
未
満

2
5
0
万
円
以
上
～
3
0
0
万
円
未
満

3
0
0
万
円
以
上
～
3
5
0
万
円
未
満

3
5
0
万
円
以
上
～
4
0
0
万
円
未
満

4
0
0
万
円
以
上
～
4
5
0
万
円
未
満

4
5
0
万
円
以
上
～
5
0
0
万
円
未
満

5
0
0
万
円
以
上
～
5
5
0
万
円
未
満

5
5
0
万
円
以
上
～
6
0
0
万
円
未
満

6
0
0
万
円
以
上
～
7
0
0
万
円
未
満

7
0
0
万
円
以
上
～
8
0
0
万
円
未
満

8
0
0
万
円
以
上
～
9
0
0
万
円
未
満

9
0
0
万
円
以
上
～
1
0
0
0
万
円
未
満

1
0
0
0
万
円
以
上
～
1
5
0
0
万
円
未
満

1
5
0
0
万
円
以
上

年
収
階
級



 
 

41

 

(3) iDeCo への拠出額 

 ① 年齢階級別 iDeCo の掛金額 

iDeCo の加入者掛金について、年齢階級別の掛金額分布は図表 2.3.8 のとおりであり、

どの年齢層でも 5001～10000 円との回答が多いが、年齢が高くなるほど掛金額も高額に

なる傾向にある。 

なお、「1～5000 円」「5001～10000 円」「10001～20000 円」「20001 円～」と区分した

場合の構成割合は 14.8%、41.8%、37.0%、6.5%であるが、日本全体の 2019 年度の実績

16.9%、16.8%、38.8％、27.6%と比べると、「5001～10000 円」が多く、「20001 円～」

が少ない。これは、拠出限度額が 20000 円超となる「企業年金に加入せず iDeCo のみに

加入（限度額 23000 円）」のサンプルが集まりにくかったためと考えられる。 

 
  

 

図表 2.3.8 年齢階級別 iDeCo の掛金 

 

    20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 年齢計 

全体  137 234 303 227 901

1 金額がわかる 66 120 151 96 433

2 金額がわからない 71 114 152 131 468

 

    20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 年齢計 

全体 66 120 151 96 433

  0 円           

  1～5000 円 17 20 18 9 64

  5001～10000 円 35 52 59 35 181

  10001～15000 円 12 39 46 32 129

  15001～20000 円 2 7 14 8 31

  20001～25000 円   2 14 12 28
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iDeCo の中小事業主掛金について、年齢階級別の掛金額分布は図表 2.3.9 のとおりであ

り、大半の加入者には拠出されていない。 

 
  

 

図表 2.3.9 年齢階級別 iDeCo の中小事業主掛金 

 

    20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 年齢計 

全体 137 234 303 227 901

1 拠出されていて、金額がわかる 0 1 0 1 2

2 拠出されているが、金額はわからない 2 2 1 0 5

3 拠出されていない 135 228 300 226 889

4 拠出されているかどうかわからない 0 3 2 0 5

 

    20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 年齢計 

全体 135 229 300 227 891

 0 円 135 228 300 226 889

 1～5000 円   1   1 2
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(4) 老後の資産形成（iDeCo 以外）への拠出 

 ① 年齢階級別 老後の資産形成（iDeCo 以外）の実施状況と積立額 

iDeCo 以外の老後の資産形成について、年齢階級別の実施状況と定期的な積立額を見た

結果は図表 2.3.10 のとおりである。 

現在定期的な積み立てを行っているのは、若年齢層ではつみたて NISA、年齢の高い層

では個人年金が多い。 

定期的な積み立て額は、財形年金貯蓄や個人年金では、多くは年間 12 万円以下である

が、つみたて NISA では、限度額（年間 40 万円）に近い、年間 36 万 0001 円～48 万円が

最多である。 

 

 

図表 2.3.10 年齢階級別 老後の資産形成（iDeCo 以外）の実施状況と積立額 

 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 
年齢計

サンプル総数 20 559 848 1127 890 17 3461

 
財形貯蓄（財形年金） 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 
年齢計

利用者総数 3 60 102 144 135 1 445

1 
現在、定期的な積み立ては行って

いない 
  23 31 42 29 1 126

2 
過去１年間の掛金額又は積立金額

がわかる 
2 5 17 39 47   110

3 
現在、定期的な積み立てを行って

いるが、金額はわからない 
1 32 54 63 59   209

 

  15-19 歳 20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 60-64 歳 年齢計 

（上記選択肢２） 2 5 17 39 47   110

 1～120000 円 1 2 7 18 25   53

 120001～240000 円   1 1 7 8   17

 240001～360000 円 1   4 4 5   14

 360001～480000 円       4 1   5

 480001～600000 円   2 2 5 4   13

 600001 円～     3 1 4   8

 

（続く） 
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つみたてＮＩＳＡ 

  15-19

歳 
20-29歳

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 
年齢計

利用者総数 2 185 213 190 107 3 700

1 
現在、定期的な積み立ては行って

いない 
  53 47 45 28 1 174

2 過去１年間の積立金額がわかる 1 57 88 79 34 1 260

3 
現在、定期的な積み立てを行って

いるが、金額はわからない 
1 75 78 66 45 1 266

 
  15-19 歳 20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 60-64 歳 年齢計 

（上記選択肢２） 1 57 88 79 34 1 260

 1～120000 円   19 30 33 10   92

 120001～240000 円   9 8 8 6   31

 240001～360000 円 1 5 8 4 5 1 24

 360001～480000 円   24 42 34 13   113

 

 

その他の個人年金 

  15-19

歳 
20-29歳

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 
年齢計

利用者総数 5 80 185 287 268 7 832

1 
現在、定期的な積み立ては行って

いない 
1 19 35 61 67   183

2 
過去１年間の保険料の金額がわ

かる 
1 17 63 107 97 2 287

3 
現在、定期的な積み立てを行って

いるが、金額はわからない 
3 44 87 119 104 5 362

 
  15-19 歳 20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 60-64 歳 年齢計 

（上記選択肢２） 1 17 63 107 97 2 287

 1～120000 円 1 11 35 68 58 1 174

 120001～240000 円   4 16 22 21 1 64

 240001～360000 円   2 9 10 6   27

 360001～480000 円     3 2 5   10

 480001～600000 円       2 1   3

 600001 円～       3 6   9
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(5)  老後のための準備する必要があると考える資産額 

 ① 年齢階級別 

老後のために準備する必要があると考える資産額について、年齢階級別にみた結果は図

表 2.3.11 のとおりである。老後のために準備する必要がある資産の「具体的な金額を考え

たことはない」との回答がどの年齢層でも 7～8 割となっている。20 歳から 30 歳代では、

それに次いで、「老後のための資産を準備する必要はない」との回答が多い。 

具体的な金額を考えたことがある者は、ほとんどが2000万円以上の額を回答している。 

 

 

 

図表 2.3.11 年齢階級別 老後のための準備する必要があると考える資産額 

 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 20 559 848 1127 890 17 3461

1 金額を具体的に考えたことがある 7 47 109 149 114 4 430

2 具体的な金額を考えたことはない 11 397 606 846 689 11 2560

3 老後のための資産を準備する必要はない 2 114 132 131 87 2 468

4 その他   1 1 1     3
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30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 
年齢計

全体 7 47 109 149 114 4 430

 100 万円未満 1   2 7 1   11

 100 万円以上～500 万円未満       1     1

 500 万円以上～1000 万円未満               

 1000 万円以上～2000 万円未満 2 4 5 4 4   19

 2000 万円以上～5000 万円未満 4 20 48 67 46 2 187

 5000 万円以上   23 54 70 63 2 212
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 ② 年収階級別 

老後のために準備する必要があると考える資産額について、年収階級別にみた結果は図

表 2.3.12 のとおりである。「金額を具体的に考えたことがある」との回答は、年収が高い

ほど多いが、それでも最も高い階級で 22.7％である。老後のために準備する必要のある資

産の「具体的な金額を考えたことはない」と回答した者は、年収が 150 万円以上 1500 万

円未満の層では約 7～8 割、年収が 1500 万円以上では 5 割となっている。 
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図表 2.3.12 年収階級別 老後のための準備する必要があると考える資産額 

 

  老後のために準備する必要があると考える資産額 

  1 金額を具体的に考えたことがある 

（･･万円以上～･･万円未満） 

2 具体的

な金額を

考えたこ

とはない

3 老後の

ための資

産を準備

する必要

はない 

4 

そ

の

他 

計 

年収 

小計
～

100 

100

～

500 

500

～

1000

1000

～

2000

2000

～

5000

5000

～ 

全体 430 11 1   19 187 212 2,560 468 3 3,461

1 

年収 
(･･万円以上 
～･･万円未満) 

～150 11 1  4 5 1 72 34  117

2 150～200  6       2 2 2 74 16 1 97

3 200～250 13 2       6 5 113 22   148

4 250～300 10       1 4 5 110 35 1 156

5 300～350 21       2 13 6 157 33   211

6 350～400 28       2 14 12 164 19   211

7 400～450 40       1 19 20 218 25   283

8 450～500 22 1     1 11 9 165 16   203

9 500～550 29 1       12 16 162 18   209

10 550～600 35         23 12 134 15 1 185

11 600～700 46       1 22 23 208 25   279

12 700～800 40       4 18 18 191 16   247

13 800～900 29 3 1   1 11 13 147 21   197

14 900～1000 20         5 15 101 10   131

15 1000～1500 50 2       13 35 150 24   224

16 1500～ 10         1 9 22 12   44

17 
わからない 
・答えたくな
い 

20 1       8 11 372 127   519
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 ③ 現在保有する金融資産額階級別 

老後のために準備する必要があると考える資産額について、現在保有する金融資産額階

級別にみた結果は図表 2.3.13 のとおりである。「金額を具体的に考えたことがある」との

回答は、金融資産額が高いほど多いが、それでも最も高い階級で 25.3％である。老後のた

めに準備する必要のある資産の「具体的な金額を考えたことはない」と回答した者は、金

融資産が高いほど少ないが、金融資産が 5000 万円以上の階級でも過半数となっている。 

なお、「老後のための資産を準備する必要はない」との回答は、金融資産が「ない」又は

「5000 万円以上」の場合に 2 割を超えている。金融資産が「ない」層では、老後の資産

を準備する経済的余裕がない者が多いと推測されるが、金融資産が「5000 万円以上」の層

では、雇用以外に何らかの経済的基盤を有しているケースもあると考えられる。 

 

 

図表 2.3.13 現在保有する金融資産額階級別  

老後のための準備する必要があると考える資産額 

 

老後のために準備する必要があると考える資産額 

  1 金額を具体的に考えたことがある 
（･･万円以上～･･万円未満） 

2 具体
的な金額
を考えた
ことはな

い 

3 老後
のための
資産を準
備する必
要はない 

4 
そ
の
他 

計 
現在保有してい
る金融資産額 
（･･万円以上
～･･万円未満） 

小計
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100 

100
～
500 

500
～
1000

1000
～
2000

2000
～
5000

5000
～ 

全体 430 11 1   19 187 212 2,560 468 3 3,461

1 なし 15         10 5 220 67 1 303
2 ～100 59 2     6 35 16 362 59   480
3 100～500 86 1     6 43 36 556 64   706
4 500～1000 69 1 1   5 38 24 313 58   440
5 1000～2000 76 3     1 31 41 265 39   380
6 2000～5000 65 2     1 12 50 177 13 2 257
7 5000～ 26         1 25 62 26   114
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わからない 
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ない 

34 2       17 15 605 142   781

5.0% 12.3% 12.2% 15.7% 20.0% 25.3% 22.8%

72.6%
75.4% 78.8% 71.1% 69.7%

68.9%
54.4%

22.1%
12.3% 9.1% 13.2% 10.3% 5.1%

22.8%

0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.8% 0.0%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

な
し

１
０
０
万
円
未
満

１
０
０
万
円
以
上
～
５
０

０
万
円
未
満

５
０
０
万
円
以
上
～
１
０

０
０
万
円
未
満

１
０
０
０
万
円
以
上
～
２

０
０
０
万
円
未
満

２
０
０
０
万
円
以
上
～
５

０
０
０
万
円
未
満

５
０
０
０
万
円
以
上

4 その他

3 老後のための資産

を準備する必要はない

2 具体的な金額を考

えたことはない

1 金額を具体的に考

えたことがある
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(6) 現在の勤め先での仕事の継続希望 

 ① 年齢階級別 

現在の勤め先で仕事を続けたいかについて、年齢階級別にみた結果は図表 2.3.14 のとお

りである。 

現在の勤め先で仕事を続けていきたいと回答した者の割合は、4割から5割程度であり、

20 歳代から 50 歳代にかけて年齢が高いほど高くなる傾向にある。 

現在の勤め先をやめて転職したい、又は別の仕事をしてみたいと回答した者の割合は、

いずれも 40 歳未満では 2 割程度、40 歳以上では年齢が高いほど低くなる傾向にある。 

現在の勤め先をやめて引退したいと回答した者の割合は 2 割前後であり、年齢が高いほ

ど高くなる傾向にある。 

 

  

 

図表 2.3.14 年齢階級別 現在の勤め先での仕事の継続希望 

 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 20 559 848 1127 890 17 3461

1 現在の勤め先で仕事を続けていきたい 11 212 336 501 461 6 1527

2 

現在の勤め先で仕事を続けるが、将来、

定年や事業を子ども等に譲った後は別

の仕事をしてみたい 

4 125 178 201 106 5 619

3 現在の勤め先をやめて、転職したい 4 125 170 187 132 2 620

4 
現在の勤め先をやめて、引退したい（そ

の後は仕事につかない） 
1 93 157 233 180 4 668

5 その他   4 7 5 11   27

 

 

55.0%

37.9% 39.6% 44.5%
51.8%

35.3%

20.0%

22.4% 21.0%
17.8%

11.9%

29.4%

20.0%

22.4% 20.0% 16.6% 14.8% 11.8%

5.0%

16.6% 18.5% 20.7% 20.2% 23.5%

0.0% 0.7% 0.8% 0.4% 1.2% 0.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

15‐19歳 20‐29歳 30‐39歳 40‐49歳 50‐59歳 60‐64歳

その他

現在の勤め先をやめて、引退したい（その後

は仕事につかない）

現在の勤め先をやめて、転職したい

現在の勤め先で仕事を続けるが、将来、定年

や事業を子ども等に譲った後は別の仕事をし

てみたい

現在の勤め先で仕事を続けていきたい
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 ② 現在の勤め先での仕事の継続希望と就労希望年齢の関係 

現在の勤め先で仕事を続けたいかどうかの希望と働き続けたい年齢の関係をみた結果は

図表 2.3.15 のとおりである。「現在の勤め先で仕事を続けていきたい」との回答は 4 割強

あるが、その中では、働き続けたい年齢を「65 歳」と回答した者が最も多く、次いで「70

歳」が多い。 

「現在の勤め先をやめて引退したい」との回答は約 2 割あるが、その約 3 分の１が働き

続けたい年齢として 59 歳以下の年齢を回答した。 

 

 

図表 2.3.15 現在の勤め先での仕事の継続希望と働き続けたい年齢 

 

  働き続けたい年齢 

  ～59

歳 
60 歳

61～

64 歳
65 歳

66～

69 歳
70 歳

71～

79 歳 

80 歳

～ 
計 

全体 488 699 58 972 48 775 207 214 3,461

1 
現在の勤め先で仕事を続

けていきたい 
76 225 24 534 24 448 102 94 1,527

2 

現在の勤め先で仕事を続

けるが、将来、定年や事

業を子ども等に譲った後

は別の仕事をしてみたい 

81 122 11 171 13 132 47 42 619

3 
現在の勤め先をやめて、

転職したい 
108 119 12 140 5 141 43 52 620

4 

現在の勤め先をやめて、

引退したい（その後は仕

事につかない） 

220 230 10 115 6 51 13 23 668

5 その他 3 3 1 12   3 2 3 27

 

 

5.0% 13.1% 17.4%
32.9%

14.7%

19.7% 19.2%

34.4%

1.6%

1.8% 1.9%

1.5%

35.0%
27.6% 22.6%

17.2%

1.6%
2.1% 0.8%

0.9%

29.3% 21.3% 22.7%

7.6%6.7% 7.6% 6.9%
1.9%

6.2% 6.8% 8.4% 3.4%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

現
在
の
勤
め
先
で
仕
事
を
続

け
て
い
き
た
い

現
在
の
勤
め
先
で
仕
事
を
続

け
る
が
、
将
来
、
定
年
や
事
業

を
子
ど
も
等
に
譲
っ
た
後
は
別

の
仕
事
を
し
て
み
た
い

現
在
の
勤
め
先
を
や
め
て
、
転

職
し
た
い

現
在
の
勤
め
先
を
や
め
て
、
引

退
し
た
い
（そ
の
後
は
仕
事
に

つ
か
な
い
）

80歳～

71～79歳

70歳

66～69歳

65歳

61～64歳

60歳

～59歳
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(7) 就労希望時期 

 ① 年齢階級別 就労希望時期 

就労を希望する時期について、（現在の）年齢階級別にみた結果は図表 2.3.16 のとおり

である。 

「可能な限り働き続けたい」との回答も、公的年金の年金受給年齢や定年を迎える前に

仕事をやめて引退したいとの回答も、いずれも年齢が高いほど少なくなる傾向にある。 

代わりに「公的年金の受給開始年齢を迎えるまで働き、その後は引退したい」との回答

が、年齢が高いほど多くなる。 

 
  

 

図表 2.3.16 年齢階級別 就労希望時期 

 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 20 559 848 1127 890 17 3461

1 可能な限り働き続けたい 11 288 413 563 420 6 1701

2 

公的年金の年金受給年齢を迎えるま

で働き、その後は引退したい（その

後は仕事につかない） 

2 73 131 213 210 8 637

3 

公的年金の年金受給年齢を迎える前

に仕事をやめ、そのまま引退したい

（その後は仕事につかない） 

3 51 63 66 47   230

4 
定年を迎えるまで働き、その後は引

退したい（その後は仕事につかない）
2 51 79 107 106 1 346

5 

定年を迎える前に仕事をやめ、その

まま引退したい（その後は仕事につ

かない） 

1 94 155 172 101 2 525

6 その他 1 2 7 6 6   22

 

 

 

55.0% 51.5% 48.7% 50.0% 47.2%
35.3%

10.0% 13.1% 15.4%
18.9% 23.6% 47.1%

15.0%
9.1% 7.4%

5.9% 5.3%

10.0%

9.1% 9.3%
9.5%

11.9%
5.9%

5.0% 16.8% 18.3% 15.3% 11.3% 11.8%

5.0% 0.4% 0.8% 0.5% 0.7% 0.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

15‐19歳 20‐29歳 30‐39歳 40‐49歳 50‐59歳 60‐64歳

その他

定年を迎える前に仕事をやめ、そのまま引退したい

（その後は仕事につかない）

定年を迎えるまで働き、その後は引退したい（その後

は仕事につかない）

公的年金の年金受給年齢を迎える前に仕事をやめ、

そのまま引退したい（その後は仕事につかない）

公的年金の年金受給年齢を迎えるまで働き、その後

は引退したい（その後は仕事につかない）

可能な限り働き続けたい
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 ② 年齢階級別 就労希望年齢 

働き続けたい年齢について、（現在の）年齢階級別にみた結果は図表 2.3.17 のとおりで

ある。30 歳代以下の年齢層では「59 歳以下」との回答も 2 割程度あるが、それを除くと、

働き続けたい年齢は概ね 60 歳、65 歳、70 歳の３つに分かれている。年齢が高まるととも

に、60 歳との回答が少なくなり、代わりに 65 歳や 70 歳との回答が多くなる傾向にある。 

70 歳を超える年齢を回答した者は、どの年齢層でも 1 割程度である。 

 

  

 

図表 2.3.17 年齢階級別 働き続けたい年齢 

 

  現在の年齢 

働き続けたい年齢 15-19 歳 20-29 歳 30-39 歳 40-49 歳 50-59 歳 60-64 歳 年齢計 

全体 20 559 848 1127 890 17 3461

  ～59 歳 4 115 171 140 58   488

  60 歳 6 152 181 202 158   699

  61～64 歳   1 7 12 34 4 58

  65 歳 6 139 213 339 269 6 972

  66～69 歳   4 10 17 17   48

  70 歳 3 81 163 276 247 5 775

  71～79 歳   19 49 73 64 2 207

  80 歳～ 1 48 54 68 43   214

 

 
 

20.0% 20.6% 20.2%
12.4%

6.5%
0.0%

30.0% 27.2%
21.3%

17.9%
17.8%

0.0%

0.0% 0.2%
0.8%

1.1%
3.8%

23.5%

30.0%
24.9%

25.1%

30.1%
30.2% 35.3%

0.0%

0.7%
1.2%

1.5%
1.9% 0.0%

15.0%

14.5%
19.2%

24.5% 27.8% 29.4%

0.0%
3.4% 5.8% 6.5% 7.2%

11.8%

5.0%

8.6% 6.4% 6.0%
4.8% 0.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

15‐19歳 20‐29歳 30‐39歳 40‐49歳 50‐59歳 60‐64歳

80歳～

71～79歳

70歳

66～69歳

65歳

61～64歳

60歳

～59歳
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 ③ 年齢階級別 可能な限り働き続けたい理由 

就労希望時期として「可能な限り働き続けたい」との回答は約半数であったが、その理

由を年齢階級別にみた結果は図表 2.3.18 のとおりである。「生計を立てるため」との回答

がどの年齢層でも最多であるが、「健康を維持するため」との回答はそれに次いで多く、年

齢が高まるとともに「生計を立てるため」に迫っている。 

 
 

  

 

図表 2.3.18 年齢階級別 可能な限り働き続けたい理由 

 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 
年齢計

全体 11 288 413 563 420 6 1701

1 健康を維持するため 4 154 259 385 295 4 1101

2 生計を立てるため 10 214 322 457 333 4 1340

3 
勤務先から働き続けてほしいと

いわれているため 
1 17 19 18 8 1 64

4 社会貢献のため 2 42 71 90 62 1 268

5 働くことが生きがいであるため 2 49 70 91 65 1 278

6 その他   2 3 8 4   17

 

 

 

36.4%

53.5%

62.7%
68.4% 70.2% 66.7%

90.9%

74.3%
78.0%

81.2% 79.3%

66.7%

9.1%
5.9% 4.6% 3.2% 1.9%

16.7%

18.2%

14.6%
17.2%

16.0% 14.8%

16.7%
18.2% 17.0%

16.9%
16.2% 15.5%

16.7%

0.0% 0.7% 0.7% 1.4% 1.0% 0.0%
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

15‐19歳 20‐29歳 30‐39歳 40‐49歳 50‐59歳 60‐64歳
健康を維持するため 生計を立てるため
勤務先から働き続けてほしいといわれているため 社会貢献のため
働くことが生きがいであるため その他
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 ④ 年齢階級別 引退したい理由 

就労希望時期に対して、いずれかの時期に「引退したい」との回答は約半数であったが、

その理由を年齢階級別にみた結果は図表 2.3.19 のとおりである。引退したい理由は、「体

力・気力の限界を感じたため」がどの年齢層でも最多であり、30 歳代以上の年齢層では「趣

味やボランティアなど仕事以外にやりたいことがあるため」がそれに続いている。 

 

  

 

図表 2.3.19 年齢階級別 引退したい理由 

 

  15-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-64

歳 

年齢

計 

全体 8 269 428 558 464 11 1738

1 勤め先が思い当たらないため 3 50 75 109 99 1 337

2 労働条件が良くないと思われるため 2 60 78 99 88 3 330

3 生活に困らない見込みであるため 2 54 68 94 66 3 287

4 体力・気力の限界を感じたため 4 82 137 190 169 7 589

5 健康に不安があるため   33 63 79 69 2 246

6 
趣味やボランティアなど仕事以外にや

りたいことがあるため 
  58 117 149 130 3 457

7 親族を介護しなければならないため 1 27 40 48 27   143

8 その他   11 18 18 8   55

 

 

 

37.5%

18.6%
17.5%

19.5%
21.3%

9.1%

25.0% 22.3%

18.2%
17.7% 19.0%

27.3%25.0%

20.1%

15.9% 16.8% 14.2%

27.3%

50.0%

30.5%
32.0%

34.1%
36.4%

63.6%

0.0%

12.3%
14.7%

14.2%
14.9%

18.2%

0.0%

21.6%

27.3% 26.7% 28.0% 27.3%

12.5%

10.0% 9.3% 8.6%
5.8% 0.0%

0.0%
4.1% 4.2% 3.2%

1.7%
0.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

15‐19歳 20‐29歳 30‐39歳 40‐49歳 50‐59歳 60‐64歳

勤め先が思い当たらないため

労働条件が良くないと思われるため

生活に困らない見込みであるため

体力・気力の限界を感じたため

健康に不安があるため

趣味やボランティアなど仕事以外にやりたいことがあるため

親族を介護しなければならないため

その他
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 ⑤ 勤め先の定年、継続雇用・再雇用制度 

勤め先の定年の有無とその年齢をみた結果は図表 2.3.20 のとおりである。「定年がある」

との回答が 66％であり、そのうち 69％は具体的な定年年齢を 60 歳、27％は 65 歳と回答

した。 

また、勤め先の継続雇用・再雇用制度の有無とその年齢をみた結果は図表 2.3.21 のとお

りである。「継続雇用・再雇用制度がある」との回答は 69％であり、そのうち 73％は具体

的な年齢を 65 歳、18％は 70 歳と回答した。 

定年、継続雇用・再雇用制度のいずれについても、その有無が「わからない」との回答

は概ね 2 割である。 

なお、定年年齢が 59 歳以下との回答が 30 サンプルあるが、現行法では民間企業の定年

年齢は原則 60 歳を下回ってはならないとされていること等から、この回答の多くは何ら

かの誤認をしていると考えられる。また、継続雇用・再雇用の「制度はない」との回答が

272 サンプルあるうち 106 サンプルは定年年齢を 60 歳と回答しているが、現行法の下で

は、これらの回答者は何らかの誤認をしている可能性が高い。 

 

 
 

 

図表 2.3.20 勤め先の定年 

 

  回答数 ％     

全体 3,378 100.0 回答数 ％ 

1 定年がある 2,230 66.0 全体 2,230 100.0

2 定年はない         357 10.6 ～59 歳 30 1.3

3 わからない 791 23.4 60 歳 1,537 68.9

  61～64 歳 31 1.4

  65 歳 605 27.1

  66～69 歳 4 0.2

  70 歳 23 1.0
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図表 2.3.21 勤め先の継続雇用・再雇用制度 

 

  回答数 ％     

全体 2,230 100.0 回答数 ％ 

1 継続雇用・再雇用制度がある 1,530 68.6 全体 1,530 100.0

2 制度はない 272 12.2 60 歳 6 0.4

3 わからない 428 19.2 61～64 歳 31 2.0

  65 歳 1,122 73.3

  66～69 歳 22 1.4

  70 歳 275 18.0

  71～79 歳 32 2.1

  80 歳～ 6 0.4

  (無回答) 36 2.4
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 ⑥ 雇用年齢と就労希望年齢の関係 

現在の勤め先での雇用年齢と就労を希望する年齢（働き続けたい年齢）の関係をみた結

果は図表 2.3.22 のとおりである。ここで雇用年齢とは、定年年齢か、定年後に継続雇用・

再雇用制度によって雇用される年齢としている。 

就労を希望する年齢が現在の勤め先の雇用年齢以下である（定年なしを含む）のは、3378

サンプル中 1747 サンプル（51.7％）である。一方で就労を希望する年齢が雇用年齢を超

えているのは 840 サンプル（24.9％）である。そのほか、勤め先の雇用年齢がわからない

のは 791 サンプル（23.4％）あった。 

就労の希望年齢については、若年期と中高齢期で認識や考え方が変わることもあり得る。

そこで、40 歳未満、40 歳代、50 歳代に区分して集計を行った。その結果、就労を希望す

る年齢が雇用年齢を超えているのは、40 歳未満 16.7％、40 歳代 27.8％、50 歳代 34.4％

であり、年齢が高い層ほど多い。勤め先の雇用年齢がわからないのは、40 歳未満 30.4％、

40 歳代 21.5％、50 歳代 14.9％であり、年齢が高くなるほど少ない。就労を希望する年齢

が現在の勤め先の雇用年齢以下である（定年なしを含む）のは、40 歳未満 52.9％、40 歳

代 50.7％、50.7％と、年齢を問わず概ね 5 割程度である。 

 

 

 

図表 2.3.22 現在の勤め先での雇用年齢と就労を希望する年齢の関係 

 

年齢計 

  就労希望年齢 

＞雇用年齢 
雇用年齢＝ 

就労希望年齢

就労希望年齢 

＜雇用年齢 

雇用

年齢

不明 

計 
  6 年以上 1～5年 1～5年 6年以上 

定
年
ま
た
は
継
続
雇
用
・

再
雇
用
制
度
あ
り 

雇用年齢               

  ～60歳 85 105 94 14 31   329

61～64 歳 12 16 4 10 2   44

65 歳 161 388 477 302 180   1,508

66～69 歳 3 9   8 3   23

70 歳～  29 32 89 88 88   326

定年なし     357       357

（定年があるか） 

わからない 
          791 791

計 290 550 1,021 422 304 791 3,378

注 １．「雇用年齢」は、問 29 で継続雇用・再雇用制度が「ある」場合にはその年齢、「ない」又

は「わからない」の場合には、問 28 の定年年齢である。 

 ２．就労希望年齢は、「問 32 出来ることなら何歳まで働き続けたいとお考えですか」への回

答である。 
 ３．定年がない場合は、雇用年齢＝就労希望年齢とみなした。 

 

（続く） 
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（再掲）40 歳未満      

  就労希望年齢 

＞雇用年齢 
雇用年齢＝ 

就労希望年齢

就労希望年齢 

＜雇用年齢 

雇用

年齢

不明 

計 
  6 年以上 1～5年 1～5年 6年以上 

定
年
ま
た
は
継
続
雇
用
・

再
雇
用
制
度
あ
り 

雇用年齢               

  ～60 歳 24 33 45 4 25   131

61～64 歳 4 4 2 2 1   13

65 歳 46 96 155 110 92   499

66～69 歳 1 3   1 1   6

70 歳～  12 10 27 28 54   131

定年なし    193      193

（定年があるか） 

わからない 
         425 425

計 87 146 422 145 173 425 1,398

 

（再掲）40～49 歳      

  就労希望年齢 

＞雇用年齢 
雇用年齢＝ 

就労希望年齢

就労希望年齢 

＜雇用年齢 

雇用

年齢

不明 

計 
  6 年以上 1～5年 1～5年 6年以上 

定
年
ま
た
は
継
続
雇
用
・

再
雇
用
制
度
あ
り 

雇用年齢               

  ～60歳 43 39 33 7 5   127

61～64 歳 4 2 4   10

65 歳 54 131 165 86 63   499

66～69 歳 1 4   4 1   10

70 歳～  15 13 35 35 19   117

定年なし     101       101

（定年があるか） 

わからない 
          236 236

計 117 189 334 136 88 236 1,100

 

（再掲）50～59 歳      

  就労希望年齢 

＞雇用年齢 
雇用年齢＝ 

就労希望年齢

就労希望年齢 

＜雇用年齢 

雇用

年齢

不明 

計 
  6 年以上 1～5年 1～5年 6年以上 

定
年
ま
た
は
継
続
雇
用
・

再
雇
用
制
度
あ
り 

雇用年齢               

  ～60歳 18 33 16 3 1   71

61～64 歳 2 10 2 4 1   19

65 歳 61 159 152 103 25   500

66～69 歳 1 2 0 3 1   7

70 歳～  2 9 25 24 15   75

定年なし     63       63

（定年があるか） 

わからない 
          129 129

計 84 213 258 137 43 129 864
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 ⑦ 就労希望時期と就労希望年齢の関係 

就労を希望する時期と就労希望年齢（働き続けたい年齢）の関係をみた結果は図表 2.3.23

のとおりである。3461 サンプルのうち最も多いのは、「可能な限り働き続けたい」と「70

歳まで働き続けたい」の組み合わせで 639 サンプル（18.4％）である。次いで多いのは、

「可能な限り働き続けたい」と「65 歳まで働き続けたい」の組み合わせで 450 サンプル

（13.0％）、3 番目に多いのは、「公的年金の年金受給年齢を迎えるまで働き、その後は引

退したい」と「65 歳まで働き続けたい」の組み合わせで 322 サンプル（9.3％）である。 

 

  

 

図表 2.3.23 就労希望時期と働き続けたい年齢の関係 

 

  働き続けたい年齢 

  ～59

歳 
60 歳

61～

64 歳
65 歳

66～

69 歳
70 歳

71～

79 歳 

80 歳

～ 
計 

全体 488 699 58 972 48 775 207 214 3,461

1 可能な限り働き続けたい 55 168 10 450 27 639 179 173 1,701

2 

公的年金の年金受給年齢を

迎えるまで働き、その後は引

退したい（その後は仕事につ

かない） 

53 154 18 322 13 57 9 11 637

3 

公的年金の年金受給年齢を

迎える前に仕事をやめ、その

まま引退したい（その後は仕

事につかない） 

78 66 14 50 1 14 3 4 230

4 

定年を迎えるまで働き、その

後は引退したい（その後は仕

事につかない） 

48 165 13 79 2 27 3 9 346

5 

定年を迎える前に仕事をや

め、そのまま引退したい（そ

の後は仕事につかない） 

248 138 3 65 5 38 11 17 525

6 その他 6 8   6     2   22
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(8) 保有する金融資産 

 ① 年収階級別 

現在保有する金融資産額について、年収階級別にみた結果は図表 2.3.24 のとおりである。

年収又は現在保有する金融資産額のいずれかが「わからない、答えたくない」と回答した

サンプルを除くと、年収が高いほど現在保有する金融資産額が高額になる傾向がある。 
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図表 2.3.24 年収階級別 現在保有している金融資産額 

 

 
 

現在保有している金融資産額 
(･･万円以上～･･万円未満) 

年収 
(･･万円以上 
～･･万円未満) 

なし ～100 
100～
500 

500～
1000 

1000～
2000 

2000～
5000 

5000～ 

わから
ない、
答えた
くない 

計 

全体 303 480 706 440 380 257 114 781 3,461
1 ～150 29 43 20 4 3 1 17 117
2 150～200  21 30 26 9 2 2 7 97
3 200～250 24 41 35 15 8 1 24 148
4 250～300 18 33 47 22 11 6 19 156
5 300～350 25 45 62 31 16 3 29 211
6 350～400 15 38 77 17 16 6 1 41 211
7 400～450 24 57 74 41 33 10 4 40 283
8 450～500 21 37 52 29 22 19 2 21 203
9 500～550 13 26 54 48 25 14 4 25 209
10 550～600 17 20 43 33 26 19 2 25 185
11 600～700 13 29 69 42 52 35 7 32 279
12 700～800 12 21 54 43 43 26 15 33 247
13 800～900 5 16 37 28 32 35 14 30 197
14 900～1000 4 8 14 31 26 24 6 18 131
15 1000～1500 8 9 24 34 46 45 30 28 224
16 1500～ 2   1 7 5 6 18 5 44

17 
わからない・答
えたくない 

52 27 17 6 14 6 10 387 519
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１００万円未満
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(9) 企業型 DC の投資教育 

 ① 従業員規模別 投資教育の実施状況 

企業型 DC における投資教育の実施状況について、勤め先の従業員規模別にみた結果は

図表 2.3.25 のとおりである。 

投資教育を「加入時のみ受けた」との回答は、従業員規模が大きいほど顕著に多くなる

傾向がある。一方で「これまで継続的に何回か受けた」との回答は、従業員規模 10 人以

上 1000 人未満の範囲の階級では概ね 1 割であり、従業員規模 1000 人以上ではこれより

やや高く 14.5％である。 

投資教育の実施状況が「わからない」との回答は、従業員規模が 300 人以上では概ね 4

分の１であるが、従業員規模が 300 人未満では規模が小さくなるほど多くなる。 
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図表 2.3.25 勤め先の従業員・雇い人の規模別 企業型 DC の投資教育実施状況 

 

  勤め先の従業員・雇い人の規模(･･人以上～･･人未満) 

  ～10 
10～

30 

30～

100 

100～

300 

300～

500 

500～

1000 

1000

～ 

官公

庁 

わから

ない 
計 

全体 111 139 322 448 246 364 1,568 8 144 3,350

1 
加入時のみ受け

た 
20 33 108 205 115 196 816 1 39 1,533

2 
これまで継続的

に何回か受けた 
6 13 36 46 29 36 227   5 398

3 

勤務先では教

育・研修が実施

されていたが受

講しなかった 

3 7 16 19 12 8 57   4 126

4 

勤務先では、教

育・研修や情報

提供は実施され

ていない 

27 27 48 50 29 30 101   12 324

5 その他     1     1 7     9

6 わからない 55 59 113 128 61 93 360 7 84 960
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 ② 投資教育の実施状況と形式の関係 

企業型 DC における投資教育の実施状況と投資教育の形式の関係を見た結果は図表

2.3.26 のとおりである。投資教育は「対面セミナー」での実施が最も多く、次いで「パン

フレットや冊子など印刷物の配布」も多いが、投資教育を「加入時のみ受けた」グループ

と「これまで継続的に何回か受けた」グループに区分すると、後者のグループでは前者の

グループと比べて、特に「ｅラーニング・電子機器を用いた双方向対話型の教材」や「ネッ

トでのセミナー配信」が多く利用されているなど、多様な形式で実施されている。 

 
  

 

図表 2.3.26 企業型 DC の投資教育の実施状況と投資教育の形式の関係 

 
  教育・研修、情報提供を受けたか 

どのような形式のものか 

加入時のみ受

けた 

これまで継続

的に何回か受

けた 

計 

全体 1533 398 1931

1 対面セミナー 840 185 1025

2 ネットでのセミナー配信 116 105 221

3 
ｅラーニング・電子機器を用いた双方向対話型

の教材 
135 154 289

4 社内メール 101 54 155

5 社内報 121 42 163

6 個別相談 51 11 62

7 パンフレットや冊子など印刷物の配布 328 75 403

8 
ＰＤＦなどの電子媒体の文書（ニュースレター

など） 
37 31 68

9 映像・動画の視聴 91 35 126

10 その他 18  18

11 わからない 102 7 109
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わからない
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 ③ 投資教育の形式と評価の関係 

企業型DCにおける投資教育の形式と全体的な評価の関係を見た結果は図表 2.3.27のと

おりである。投資教育の全体的な評価が高いグループほど、「対面セミナー」が多く利用さ

れ、「対面セミナー」ほどの差はないものの、「ネットでのセミナー配信」「ｅラーニング・

電子機器を用いた双方向対話型の教材」も多く利用されている。逆に投資教育の全体的な

評価が低いグループほど、「パンフレットや冊子など印刷物の配布」が多く利用されている。 

 

 

図表 2.3.27 企業型 DC の投資教育の形式と全体的な評価の関係 

 
  受講した教育・研修の全体的な評価 

どのような形式のものか 

たいへ

ん役に

立った 

まあま

あ役に

立った 

あまり

役に立

たな

かった 

役に立

たな

かった 

わから

ない 
その他 計 

全体 96 970 432 199 232 2 1931

1 対面セミナー 65 583 220 71 85 1 1025

2 
ネットでのセミナー

配信 
17 133 48 13 9 1 221

3 

ｅラーニング・電子

機器を用いた双方向

対話型の教材 

21 169 56 27 16   289

4 社内メール 7 91 33 11 13   155

5 社内報 7 87 34 10 25   163

6 個別相談 6 26 13 5 12   62

7 
パンフレットや冊子

など印刷物の配布 
14 202 89 54 43 1 403

8 

ＰＤＦなどの電子媒

体の文書（ニュース

レターなど） 

5 45 11 6 1   68

9 映像・動画の視聴 6 64 22 20 14   126

10 その他   14 1 1 2   18

11 わからない 3 17 23 16 50   109
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 ④ 投資教育の受講状況と資産運用の取組みの関係 

企業型 DC における投資教育の受講状況と資産運用の取り組み状況の関係を見た結果は

図表 2.3.28 のとおりである。 

投資教育を「これまで継続的に何回か受けた」グループでは、資産運用の取り組みとし

て「商品の情報を積極的に収集している」「選択した商品の運用成績を１年に１回以上確認

している」「商品選択の見直しについて日頃から意識している」との回答が他のグループよ

りも高く、資産運用の取り組みが活発であると考えられる。 

資産運用の取り組みを何もしていないとの回答は、「勤務先では、教育・研修や情報提供

は実施されていない」グループではあわせて 76％に及ぶが、投資教育を「加入時のみ受け

た」グループでも 53％となっており、投資教育を「これまで継続的に何回か受けた」グルー

プの 30％より高い。 
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図表 2.3.28 企業型 DCの投資教育の受講状況と資産運用の取り組み状況の関係 

 

  教育・研修、情報提供を受けたか 

資産運用の取り組み状況 

加入

時の

み受

けた 

これま

で継続

的に何

回か受

けた 

勤務先では

教育・研修

が実施され

ていたが受

講しなかっ

た 

勤務先で

は、教

育・研修

や情報提

供は実施

されてい

ない 

その他 
わから

ない 
計 

全体 1,533 398 126 324 9 960 3,350

1 
商品の情報を積極的に

収集している 
180 70 17 28   77 372

2 

選択した商品の運用成

績を１年に１回以上確

認している 

501 195 36 37 5 43 817

3 

商品選択の見直しにつ

いて日頃から意識して

いる 

213 120 35 24   32 424

4 
ロボットアドバイザー

を利用している  
29 16 12 6   19 82

5 

資産運用に関心がない

わけではないが、これま

で特に何もしていない 

534 82 32 133 3 212 996

6 
資産運用に関心がなく、

特に何もしていない 
283 37 19 114 1 598 1,052

7 その他 2         1 3

※ロボットアドバイザーとは、人工知能によってその人に合った資産の運用を提案するサービス 
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商品選択の見直しについて日頃から意識している

ロボットアドバイザーを利用している ※ロボットアドバイ

ザーとは、人工知能によってその人に合った資産の運用

を提案するサービス

資産運用に関心がないわけではないが、これまで特に何

もしていない

資産運用に関心がなく、特に何もしていない
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 ⑤ 投資教育の受講状況と資産運用における考慮事項の関係 

企業型 DC における投資教育の受講状況と資産配分を考えるときに重視している事項の

関係を見た結果は図表 2.3.29 のとおりである。 

投資教育を「加入時のみ受けた」「これまで継続的に何回か受けた」と回答した２グルー

プでは、他のグループに比べると、資産配分を考えるときに「利益」を重視したとの回答

が多い。さらに「これまで継続的に何回か受けた」グループでは「加入時のみ受けた」グ

ループと比べ、資産配分を考えるときに「リターンとリスクのバランス」や「分散投資」

を重視したとの回答が多い。 

資産配分を考えるときに重視した事項が「特にない、わからない」と回答した者の割合

は、「加入時のみ受けた」グループで 10％、「これまで継続的に何回か受けた」グループで

4％、「勤務先では、教育・研修や情報提供は実施されていない」グループで 26％となって

いる。 
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図表 2.3.29 企業型 DC の投資教育の受講状況と 

資産配分を考えるときに重視している事項の関係 

 

  教育・研修、情報提供を受けたか 

資産配分を考えるときに

重視している事項 

加入時

のみ受

けた 

これま

で継続

的に何

回か受

けた 

勤務先で

は教育・研

修が実施

されてい

たが受講

しなかっ

た 

勤務先

では、教

育・研修

や情報

提供は

実施さ

れてい

ない 

その他 
わから

ない 
計 

全体 1,533 398 126 324 9 960 3,350

1 利益 694 160 38 114 1 178 1,185

2 
リターンとリスクの

バランス 
714 247 47 101 8 147 1,264

3 安全性 566 149 35 110 1 164 1,025

4 分散投資 389 142 31 59 2 59 682

5 
年金を受け取るまで

の期間 
117 37 18 35 2 47 256

6 
収入・支出と今後の家

計の見込み 
88 32 10 34 1 31 196

7 

できるだけ見直しな

どの手間をかけずに

運用できるかどうか 

111 28 10 27 1 31 208

8 特にない、わからない 151 14 19 84   558 826

9 その他 3     1     4
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できるだけ見直しなどの手間をかけずに運用できるか

どうか
特にない、わからない
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 ⑥ 投資教育の受講状況と資産配分等の変更状況の関係 

企業型 DC における投資教育の受講状況と、商品変更・資産配分変更の経験又は予定の

関係を見た結果は図表 2.3.30 のとおりである。 

商品の変更や資産配分の変更を「過去に実施したことがある」又は「実施したことはな

いが、今後機会があれば実施したい」と回答した者の割合は、いずれも投資教育を「これ

まで継続的に何回か受けた」グループが最も高く、次いで「加入時のみ受けた」グループ

が高い。 

他方で、商品の変更や資産配分の変更を「実施したことはないが、将来どうするかまで

はわからない」又は「よくわからない」と回答した者の割合は、「勤務先では、教育・研修

や情報提供は実施されていない」グループが最も高く、投資教育を「これまで継続的に何

回か受けた」グループが最も低い。 



 
 

71

 

 

  

 

図表 2.3.30 企業型 DC の投資教育の受講状況と、 

商品変更・資産配分変更の経験又は予定の関係 

 

  教育・研修、情報提供を受けたか 

商品の変更や資産配分の

変更 

加入時

のみ受

けた 

これま

で継続

的に何

回か受

けた 

勤務先で

は教育・

研修が実

施されて

いたが受

講しな

かった 

勤務先で

は、教

育・研修

や情報提

供は実施

されてい

ない 

その他 
わから

ない 
計 

全体 1,533 398 126 324 9 960 3,350

1 
過去に実施したこと

がある 
513 181 23 43 4 58 822

2 

実施したことはない

が、今後機会があれば

実施したい 

341 117 26 59 2 54 599

3 

実施したことはない

し、将来も特にするつ

もりはない 

121 44 31 30 1 38 265

4 

実施したことはない

が、将来どうするかま

ではわからない 

399 48 31 112 2 118 710

5 よくわからない 158 8 15 80   692 953

6 その他 1           1
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(10) iDeCo の投資教育 

① 投資教育の実施状況と形式の関係 

iDeCoにおける投資教育の実施状況と投資教育の形式の関係を見た結果は図表2.3.31の

とおりである。 

投資教育は「対面セミナー」での実施が最も多く、次いで「パンフレットや冊子など印

刷物の配布」も多いが、投資教育を「加入時のみ受けた」グループと「これまで継続的に

何回か受けた」グループに区分すると、後者のグループでは前者のグループと比べて、特

に「ｅラーニング・電子機器を用いた双方向対話型の教材」や「ネットでのセミナー配信」

が多く利用されているなど、多様な形式で実施されている。 

なお、運営管理機関（金融機関等）の実情に詳しい識者からは、ここでの「対面セミナー」

が本来の意味での対面セミナーを念頭に置いて回答されたものかどうか疑義が残るとの指

摘がある。 

 

 

図表 2.3.31 iDeCo の投資教育の実施状況と投資教育の形式の関係 

 
  教育・研修、情報提供を受けたか 

どのような形式のものか 

加入時のみ

受けた 

これまで継

続的に何回

か受けた 

計 

全体 247 66 313

1 対面セミナー 114 21 135

2 ネットでのセミナー配信 24 23 47

3 ｅラーニング・電子機器を用いた双方向対話型の教材 11 26 37

4 個別相談 28 9 37

5 パンフレットや冊子など印刷物の配布 65 15 80

6 ＰＤＦなどの電子媒体の文書（ニュースレターなど） 13 3 16

7 映像・動画の視聴 10 7 17

8 その他  

9 わからない 22 3 25
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② 投資教育の形式と評価の関係 

iDeCoにおける投資教育の形式と全体的な評価の関係を見た結果は図表2.3.32のとおり

である。投資教育の全体的な評価が高いグループほど、「対面セミナー」が多く利用されて

いる。逆に投資教育の全体的な評価が低いグループほど、「パンフレットや冊子など印刷物

の配布」が多く利用されている。 

 

  

 

図表 2.3.32  iDeCo の投資教育の形式と全体的な評価の関係 

 
  受講した教育・研修の全体的な評価   

どのような形式のものか 

たいへ

ん役に

立った 

まあまあ

役に立っ

た 

あまり

役に立

たな

かった 

役に立

たな

かった 

わから

ない 
その他 計 

全体 21 169 55 29 39   313

1 対面セミナー 13 85 18 10 9   135

2 
ネットでのセミナー

配信 
4 29 10 3 1   47

3 

ｅラーニング・電子機

器を用いた双方向対

話型の教材 

2 23 6 3 3   37

4 個別相談 3 24 5 1 4   37

5 
パンフレットや冊子

など印刷物の配布 
5 45 13 10 7   80

6 

ＰＤＦなどの電子媒

体の文書（ニュースレ

ターなど） 

4 11   1     16

7 映像・動画の視聴 2 9 2 1 3   17

8 その他               

9 わからない   5 6 1 13   25
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74

③ 投資教育の受講状況と資産運用の取組みの関係 

iDeCoにおける投資教育の受講状況と資産運用の取り組み状況の関係を見た結果は図表

2.3.33 のとおりである。 

投資教育を「これまで継続的に何回か受けた」グループでは、資産運用の取り組みとし

て「選択した商品の運用成績を１年に１回以上確認している」との回答が他のグループよ

りも高い。 

資産運用の取り組みを何もしていない1との回答は、「金融機関等（運営管理機関）では、

教育・研修や情報提供は実施されていない」グループと投資教育を「加入時のみ受けた」

グループともに 52％となっており、投資教育を「これまで継続的に何回か受けた」グルー

プの 18％より高い。 

「金融機関等（運営管理機関）でセミナー等の教育・研修が実施されていたが受講しな

かった」グループでは、ロボットアドバイザーを利用していると回答した割合が最も多い。 

 
1 「資産運用に関心がないわけではないが、これまで特に何もしていない」と「資産運用

に関心がなく、特に何もしていない」の合計。 
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図表 2.3.33  iDeCo の投資教育の受講状況と資産運用の取り組み状況の関係 

 

  教育・研修、情報提供を受けたか 

資産運用の取り組み状況 

加入

時の

み受

けた 

これま

で継続

的に何

回か受

けた 

金融機関等

（運営管理

機関）でセミ

ナー等の教

育・研修が実

施されてい

たが受講し

なかった 

金融機関等

（運営管理

機関）では、

教育・研修や

情報提供は

実施されて

いない 

その

他 

わから

ない 
計 

全体 247 66 35 170 2 400 920

1 
商品の情報を積極的に

収集している 
57 14 1 37 1 30 140

2 

選択した商品の運用成

績を１年に１回以上確

認している 

52 35 8 45 2 16 158

3 

商品選択の見直しにつ

いて日頃から意識して

いる 

24 20 11 23 1 9 88

4 
ロボットアドバイザー

を利用している  
13 8 7 5   5 38

5 

資産運用に関心がない

わけではないが、これま

で特に何もしていない 

80 3 9 48   87 227

6 
資産運用に関心がなく、

特に何もしていない 
48 9 3 41   258 359

7 その他               

※ロボットアドバイザーとは、人工知能によってその人に合った資産の運用を提案するサービス 

 

 

 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

加
入
時
の
み
受
け
た

こ
れ
ま
で
継
続
的
に
何
回
か
受

け
た

金
融
機
関
等
（
運
営
管
理
機
関
）

で
セ
ミ
ナ
ー
等
の
教
育
・
研
修

が
実
施
さ
れ
て
い
た
が
受
講
し

な
か
っ
た

金
融
機
関
等
（
運
営
管
理
機
関
）

で
は
、
教
育
・
研
修
や
情
報
提
供

は
実
施
さ
れ
て
い
な
い

商品の情報を積極的に収集している

選択した商品の運用成績を１年に１回以上確認してい

る

商品選択の見直しについて日頃から意識している

ロボットアドバイザーを利用している ※ロボットアドバイ

ザーとは、人工知能によってその人に合った資産の運

用を提案するサービス

資産運用に関心がないわけではないが、これまで特に

何もしていない

資産運用に関心がなく、特に何もしていない
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④ 投資教育の受講状況と資産運用における考慮事項の関係 

iDeCoにおける投資教育の受講状況と資産配分を考えるときに重視している事項の関係

を見た結果は図表 2.3.34 のとおりである。 

投資教育を「加入時のみ受けた」グループと「金融機関等（運営管理機関）では、教育・

研修や情報提供は実施されていない」と回答したグループでは、資産配分を考えるときに

「利益」を重視したとの回答が比較的多い。他方で「これまで継続的に何回か受けた」グ

ループでは他のグループと比べ、資産配分を考えるときに「リターンとリスクのバランス」

を重視したとの回答が多い。 

資産配分を考えるときに重視した事項が「特にない、わからない」と回答した者の割合

は、「加入時のみ受けた」グループで 12％、「これまで継続的に何回か受けた」グループで

8％、「金融機関等（運営管理機関）では、教育・研修や情報提供は実施されていない」グ

ループで 16％となっている。 
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図表 2.3.34  iDeCo の投資教育の受講状況と 

資産配分を考えるときに重視している事項の関係 

 

  教育・研修、情報提供を受けたか 

資産配分を考えるときに

重視している事項 

加入

時の

み受

けた 

これま

で継続

的に何

回か受

けた 

金融機関等

（運営管理

機関）でセミ

ナー等の教

育・研修が実

施されてい

たが受講し

なかった 

金融機関等

（運営管理

機関）では、

教育・研修

や情報提供

は実施され

ていない 

その

他 

わか

らな

い 

計 

全体 247 66 35 170 2 400 920

1 利益 104 18 5 64 2 71 264

2 
リターンとリスクの

バランス 
94 34 12 66 1 56 263

3 安全性 94 23 9 52 1 63 242

4 分散投資 38 21 5 46 1 21 132

5 
年金を受け取るまで

の期間 
21 11 6 19   14 71

6 
収入・支出と今後の家

計の見込み 
22 6 1 16   14 59

7 

できるだけ見直しな

どの手間をかけずに

運用できるかどうか 

22 5 4 19 2 17 69

8 特にない、わからない 30 5 2 28   241 306

9 その他   1         1
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⑤ 投資教育の受講状況と資産配分等の変更状況の関係 

iDeCo における投資教育の受講状況と、商品変更・資産配分変更の経験又は予定の関係

を見た結果は図表 2.3.35 のとおりである。 

商品の変更や資産配分の変更を「過去に実施したことがある」と回答した割合は、「金融

機関等（運営管理機関）では、教育・研修や情報提供は実施されていない」グループが最

も高いが、商品の変更や資産配分の変更を「実施したことはないが、今後機会があれば実

施したい」と回答した割合は、投資教育を「これまで継続的に何回か受けた」グループが

最も高い。 

他方で、商品の変更や資産配分の変更を「実施したことはないが、将来どうするかまで

はわからない」又は「よくわからない」と回答した者の割合は、投資教育を「加入時のみ

受けた」グループ 50％、投資教育を「これまで継続的に何回か受けた」グループ 17％、「金

融機関等（運営管理機関）でセミナー等の教育・研修が実施されていたが受講しなかった」

グループ 29％、「金融機関等（運営管理機関）では、教育・研修や情報提供は実施されて

いない」グループ 49％である。 
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図表 2.3.35  iDeCo の投資教育の受講状況と、 

商品変更・資産配分変更の経験又は予定の関係 

 

  教育・研修、情報提供を受けたか 

商品の変更や資産配分の

変更 

加入

時の

み受

けた 

これま

で継続

的に何

回か受

けた 

金融機関等

（運営管理

機関）でセミ

ナー等の教

育・研修が実

施されてい

たが受講し

なかった 

金融機関等

（運営管理

機関）では、

教育・研修や

情報提供は

実施されて

いない 

その

他 

わか

らな

い 

計 

全体 247 66 35 170 2 400 920

1 
過去に実施したこと

がある 
39 11 5 37 2 10 104

2 

実施したことはない

が、今後機会があれば

実施したい 

61 35 10 34   20 160

3 

実施したことはない

し、将来も特にするつ

もりはない 

24 9 10 16   20 79

4 

実施したことはない

が、将来どうするかま

ではわからない 

93 5 8 61   72 239

5 よくわからない 30 6 2 22   278 338

6 その他               

 

 

 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

加
入
時
の
み
受
け
た

こ
れ
ま
で
継
続
的
に
何
回
か

受
け
た

金
融
機
関
等
（
運
営
管
理
機

関
）
で
セ
ミ
ナ
ー
等
の
教

育
・
研
修
が
実
施
さ
れ
て
い

た
が
受
講
し
な
か
っ
た

金
融
機
関
等
（
運
営
管
理
機

関
）
で
は
、
教
育
・
研
修
や
情

報
提
供
は
実
施
さ
れ
て
い
な

い

過去に実施したことがある

実施したことはないが、今後機会があれば実施したい

実施したことはないし、将来も特にするつもりはない

実施したことはないが、将来どうするかまではわからな

い

よくわからない
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(11) 同居者、住まい 

同居者数についての結果は図表 2.3.36 のとおりであり、「一人暮らし」が 23.9％で最も

高く、次いで「3 人」（4 人家族）、「2 人」（3 人家族）がそれぞれ 22.3％、21.8％と続いて

いる。 

同居者についての結果は図表 2.3.37 のとおりであり、「配偶者」が 74.6％と最も高く、

次いで「子」、「父や母（配偶者の父や母を含む）」がそれぞれ 54.9％,26.1%と続いている。 

現在の住まいについては、図表 2.3.38 のとおりであり、「持ち家（一戸建て）」「民間の

賃貸住宅」「持ち家（分譲マンション等）」の順にそれぞれ 44.1％、27.9％、18.9％となっ

ている。 

 

 

図表 2.3.36 同居者数 
  回答数 ％ 

全体 3,461 100.0 

1 ０人 （一人暮らし） 823 23.8 

2 １人 533 15.4 

3 ２人 754 21.8 

4 ３人 773 22.3 

5 ４人 394 11.4 

6 ５人 125 3.6 

7 ６人 35 1.0 

8 ７人 9 0.3 

9 ８人以上 15 0.4 

 

図表 2.3.37 同居者 
  回答数 ％ 

全体 2,638 100.0 

1 父や母（配偶者の父や母を含む） 688 26.1 

2 配偶者 1,967 74.6 

3 子 1,448 54.9 

4 祖父や祖母（配偶者の祖父や祖母を含む） 43 1.6 

5 孫 5 0.2 

6 兄弟姉妹（配偶者の兄弟姉妹を含む） 170 6.4 

7 その他親族 45 1.7 

8 その他 39 1.5 

 

図表 2.3.38 現在の住まい 
  回答数 ％ 

全体 3,461 100.0 

1 持ち家（一戸建て） 1,527 44.1 

2 持ち家（分譲マンション等） 655 18.9 

3 社宅、公務員住宅、会社の寮 168 4.9 

4 公社・公団・公営の賃貸住宅 140 4.0 

5 民間の賃貸住宅 965 27.9 

6 その他 6 0.2 

 



 
 

81

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】調査票 
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厚生年金の加入者に対する企業型確定拠出年金と iDeCo に関する調査 
（インターネット調査の設問及び選択肢） 

スクリーニング（SC1～14） 

（調査対象者 all） 
SC１  あなたの性別をお答えください。 

１ 男性        ２ 女性       ３ その他 
 

（調査対象者 all） 
SC２ あなたの年齢をお答えください。 

  歳 
 

（調査対象者 all） 
SC３  あなたが最後に卒業された学校は、次のどれに該当しますか。（○はひとつ） 

１ 中学校     ２ 高等学校   ３ 短大・専修学校  ４ 大学・大学院 
５ その他（        ） 

 

（調査対象者 all） 
SC４ あなたの現在のお仕事（従業上の地位）は次のどれに該当しますか。（二つ以上の仕

事に就いている方は、主な仕事でお答えください）。（○はひとつ） 

１  経営者・役員（法人格を持つ自営業の事業主を含む）                       
２ 正社員（民間企業の他、公務員・団体等の正規職員を含む）                 
３ パート・アルバイト 
４ 契約社員・嘱託 
５ 派遣社員                                  
６ 個人事業主（開業届を出している自営業者・非法人）                    
７ 家族従業者                                                             
８ 自由業・フリーランス(案件単位で仕事を請け負い、開業届を出していない自
営業者) 

９ ギグワーカー(Uber Eatsなど空き時間等に単発で仕事を請け負う働き方をして
いる方) 

10 内職（メーカーなどから受け取った原材料などを使って自宅で行う業務） 
11 その他（                                       ）  
12 仕事に就いていない（専業主婦（夫）を含む）  
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SC４=１～11 のみ 
SC５ あなたの現在のお勤め先の業種は次のどれに該当しますか。（お勤め先が二つ以上の

方は、主なお勤め先についてお答えください）。（○はひとつ） 

１ 建設業              ９ 生活関連サービス業，娯楽業 
２ 製造業              10 教育，学習支援業 
３ 情報通信業            11 医療，福祉 
４ 運輸業，郵便業          12 農業，林業，漁業，鉱業 
５ 卸売業，小売業          13 電気・ガス・水道業 
６ 金融業，保険業          14 不動産・物品賃貸業  
７ 学術研究，専門・技術サービス業  15 公務  
８ 宿泊業，飲食サービス業      16 その他（                   ） 

 

SC４=１～７のみ 
SC６ あなたの現在のお勤め先の従業員・雇い人の規模は次のどれに該当しますか。（お勤

め先が二つ以上の方は、主なお勤め先についてお答えください）。（○はひとつ） 

１ 10 人未満            ６ 500 人以上～1,000 人未満 
２ 10 人以上～30 人未満      ７ 1,000 人以上 
３ 30 人以上～100 人未満      ８ 官公庁 
４ 100 人以上～300 人未満   ９ わからない 
５ 300 人以上～500 人未満 

SC４＝１～５のみ 
SC７ あなたは、現在、厚生年金に加入していますか。（〇はひとつ） 

※厚生年金とは、勤め人の方が加入する公的年金制度です。あなたが日本の民間企業
や役所などにお勤めで、給与明細で厚生年金保険料が控除されていれば、厚生年金に
加入していると思われます。 

１ 現在、厚生年金に加入している 
２ 現在、厚生年金に加入していない 
３ わからない。 

 

 （注）回答者の希望により、「給与明細の見方」の解説を表示する。 
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SC７又は SC９で回答者が「給与明細の見方」の解説を希望した場合に表示 

 

（調査対象者 all） 
SC８ あなたのこれまでのお勤め先や働いたことのある組織は、次のどれに当てはまりま
すか。（〇はひとつ） 

１ 民間企業のみ 
２ 官公庁又は非営利の団体のみ 
３ 両方経験がある 
４ いずれも経験したことはない 
５ わからない・覚えていない 

  

給与明細の⾒⽅（例） 

令和２年 ４⽉分 

  
支
給
項
目

基本給 役職⼿当 住宅⼿当 皆勤⼿当 通勤⼿当     
350,000 50,000 10,000 10,000 5,000     

        総⽀給額 
        425,000  

控
除
項
目

健康保険 厚⽣年⾦保険 雇⽤保険 介護保険 社会保険合計 課税対象額 所得税 住⺠税 税額合計 
22,000 40,260 1,275 3,938 67,473 352,527 12,590 8,500 21,090 

グループ保険 財形貯蓄 互助会費 その他控除合計     総控除額 
1,000 10,000 3,000 14,000     102,563  

集
計

総⽀給額 総控除額       差引⽀給額 
425,000 102,563       322,437 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

給与⽀給明細書 
会社名 ××株式会社 
⽒ 名 ●● ●● 

給与から控除される社会保険料に「厚⽣年⾦」「厚⽣年⾦保険」「厚⽣年⾦保険料」 

があれば、あなたは厚⽣年⾦に加⼊しています。 

 

厚⽣年⾦だけではなく、「厚⽣年⾦基⾦」「厚⽣年⾦基⾦掛⾦」も控除されている場合、

あなたは厚⽣年⾦基⾦にも加⼊しています。 
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解説 日本の年金制度は、公的年金と私的年金を合わせた３階建て構造になっています。
 公的年金には「国民年金（基礎年金）」と「厚生年金」があります。20 歳以上の全国
民が 1 階部分の「国民年金（基礎年金）」に加入し、民間企業にお勤めの方と公務員には
２階部分の「厚生年金」の上乗せがあります。 
 
 私的年金は公的年金への上乗せの年金であり、企業ごとに実施するものと個人ごとに
加入するものがあります。 
 
 民間企業にお勤めの場合には、お勤め先で「企業型確定拠出年金」（いわゆる企業型Ｄ
Ｃ）や「確定給付企業年金」（いわゆるＤＢ）、「厚生年金基金」が実施されていれば、こ
れらに加入することになります。また、民間企業にお勤めの方や公務員は個人ごとに個
人型確定拠出年金（ｉＤｅＣｏ）に加入することができます。 
 
 自営業者などの場合には、個人ごとに「国民年金基金」「個人型確定拠出年金（ｉＤｅ
Ｃｏ）」に加入することができます。 
 
 専業主婦（夫）の場合には、個人ごとに「個人型確定拠出年金（ｉＤｅＣｏ）」に加入
することができます。 
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SC７=１かつ SC5≠15 のみ表示 
SC９ あなたは、現在、「企業型確定拠出年金」（いわゆる企業型ＤＣ）、「確定給付企業年

金」（いわゆるＤＢ）、「厚生年金基金」に加入していますか。（〇はひとつ） 
 
（ａ）企業型確定拠出年金（いわゆる企業型ＤＣ） 

※ 企業が拠出した掛金を加入者の皆さん自身で運用します。 
   ※ 選択制ＤＣもこれに該当します。 

注意 これは、個人型確定拠出年金（iDeCo、イデコ）とは違います。

１ 現在加入している 
２ 現在加入していない 
３ 現在加入しているかどうかわからない 

 
（ｂ）確定給付企業年金（いわゆるＤＢ） 
   ※ 従業員の退職時や老後に、年金や一時金が給付されます。 
   ※ 事業主または企業年金基金が実施しています。 

１ 現在加入している 
  ※厚生年金基金が代行返上した場合もここに該当します。 
２ 現在加入していない 
３ 現在加入しているかどうかわからない 

 
（ｃ）厚生年金基金 
   ※ 厚生年金とは異なります。一つまたは複数の企業で厚生年金基金を設立し

ます。 
   ※ 給与明細で「厚生年金保険料」と「厚生年金基金掛金」のいずれも控除さ

れていれば、厚生年金基金に加入していると思われます。 

１ 現在加入している 
 ※厚生年金基金がこれまでに解散や代行返上をしている場合は、 

ここに該当しません。 
２ 現在加入していない 
３ 現在加入しているかどうかわからない 

 
 （注）回答者の希望により、給与明細の見方の解説を表示する。 

SC7＝１のみ表示 
SC10-1 あなたのお勤め先には、あなたの老後や退職後に一時金や年金を支給する制度は

ありますか。あてはまるものを全てお選びください。（〇はいくつでも） 
 
※「企業型確定拠出年金」（いわゆる企業型ＤＣ）、「確定給付企業年金」（いわゆるＤ
Ｂ）、「厚生年金基金」を除いてお答えください。 

１ 退職一時金制度（社内制度、中小企業退職金共済制度、特定退職金共済制度）
２ 自社年金（お勤め先独自の年金制度で、企業年金に関する法律にもとづかず実
施されているもの） 

３ その他（            ） 
４ ない 
５ わからない 
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（SC４=１～７）―（SC7＝１）に表示 
SC10-2 あなたのお勤め先には、あなたの老後や退職後に一時金や年金を支給する制度は

ありますか。あてはまるものを全てお選びください。（〇はいくつでも） 

１ 退職一時金制度（社内制度、中小企業退職金共済制度、特定退職金共済制度）
２ 自社年金（お勤め先独自の年金制度で、企業年金に関する法律にもとづかず
実施されているもの） 

３ その他（            ） 
４ ない 
５ わからない 

 

（調査対象者 all） 
SC11 あなたは iDeCo に加入し、現在も継続して掛金を拠出していますか。（〇はひとつ）

※個人型確定拠出年金（iDeCo）は、ご自身で拠出した掛金を、ご自身の選んだ運用方
法で運用し、老後に掛金とその運用益を受け取ることのできる仕組みです。 

  ※個人で金融機関（運営管理機関）に申し込んで加入します。 
  注意 企業型確定拠出年金(DC)において加入者が掛金を上乗せして拠出する、 
    いわゆるマッチング拠出は iDeCo とは異なります。 

１ 現在加入し、継続して掛金を拠出している 
２ 過去に加入していたことがあるが、現在は継続して掛金を拠出していない 
３ これまで加入したことはない 
４ わからない 

 

（調査対象者 all） 
SC12 現在、iDeCo 以外に、個人で税制優遇措置のある制度を活用していますか。あては

まるものを全てお選びください。（○はいくつでも） 

１ NISA・ジュニア NISA  ５ 財形貯蓄（住宅） 
２ つみたて NISA     ６ 財形貯蓄（年金） 
３ 国民年金基金      ７ その他（           ） 
４ 小規模企業共済    ８ 何もしていない 

  

（調査対象者 all） 
SC13  現在、資産形成のためご利用されている商品はどれですか。あてはまるものを全

てお選びください。 
なお、確定拠出年金や NISA については、「確定拠出年金」「NISA」と答えるのではなく、
実際に運用している個別の商品でお答えください。（○はいくつでも） 

１ 預貯金       ６ 生命保険（個人年金保険は除く） 
２ 株式・ＲＥＩＴ   ７ 損害保険 
３ 国債・社債等    ８ 個人年金保険 
４ 投資信託・ＥＴＦ  ９ その他（不動産投資、仮想通貨、金、ＦＸ等）（    ）
５ 外貨預金      10 何もしていない 

 

（調査対象者 all） 
SC14  あなたが現在保有している預貯金や株、債券、投資信託、REIT などの金融資産額

はおよそいくらですか。（わかる範囲で結構ですので時価でお答えください） 
※不動産は除く。 

１ なし              ５ 1000 万円以上～2000 万円未満 
２ 100 万円未満          ６ 2000 万円以上～5000 万円未満 
３ 100 万円以上～500 万円未満    ７ 5000 万円以上 
４ 500 万円以上～1000 万円未満  ８ わからない、答えたくない 
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本調査（問１～37） 

[ (SC２≦64) ＆ (SC９(a)＝１) ] 

または [ (SC２≦59) ＆ (SC7＝１) ＆ (SC11＝１) ]  

 

調査の主旨 

 

本調査は「公益財団法人 年金シニアプラン総合研究機構」が行うものです。

当財団では、豊かな人生経験を持ち、心身ともに活力あふれる企業退職者を

“シニア”と位置づけ、こうした方々が定年退職後も充実した生活を送るた

めに必要なさまざまな社会システム“シニアプラン”を社会に提示していま

す。本調査は、この一環として実施するものであり、確定拠出年金に加入す

る者を対象として、現在の加入実態などを調査することを目的としています。

  

年収 本調査対象者 all 

問１ あなたご自身の年収についておたずねします 

（1） あなたご自身の年収（税・社会保険料の控除前）はおよそいくらでしたか。
給与収入、事業所得、資産運用によって得た利子・配当・譲渡益、その他副
収入など、全て含めてお答えください。（〇はひとつ） 

１ 150 万円未満          10 550 万円以上～600 万円未満 
２ 150 万円以上～200 万円未満  11 600 万円以上～700 万円未満 
３ 200 万円以上～250 万円未満  12 700 万円以上～800 万円未満 
４ 250 万円以上～300 万円未満  13 800 万円以上～900 万円未満 
５ 300 万円以上～350 万円未満  14 900 万円以上～1000 万円未満 
６ 350 万円以上～400 万円未満  15 1000 万円以上～1500 万円未満 
７ 400 万円以上～450 万円未満  16 1500 万円以上 
８ 450 万円以上～500 万円未満  17 わからない・答えたくない 
９ 500 万円以上～550 万円未満   

 
（2） そのうちあなたご自身の給与収入（個人年収）はおよそいくらでしたか。お

勤め先が二つ以上の方は、合計金額をお答えください。（〇はひとつ） 
１ 150 万円未満          10 550 万円以上～600 万円未満 
２ 150 万円以上～200 万円未満  11 600 万円以上～700 万円未満 
３ 200 万円以上～250 万円未満  12 700 万円以上～800 万円未満 
４ 250 万円以上～300 万円未満  13 800 万円以上～900 万円未満 
５ 300 万円以上～350 万円未満  14 900 万円以上～1000 万円未満 
６ 350 万円以上～400 万円未満  15 1000 万円以上～1500 万円未満 
７ 400 万円以上～450 万円未満  16 1500 万円以上 
８ 450 万円以上～500 万円未満  17 わからない・答えたくない 
９ 500 万円以上～550 万円未満   
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企業型 DC（問２～５） (SC２≦64) ＆ (SC９(a)＝１) のみ 

 

問２ あなたは、現在、企業型確定拠出年金（DC）に加入しているとお答えになりました。
あなたは企業型確定拠出年金（DC）に事業主から拠出されている掛金額を把握して
いますか。 
また、ご自身でも掛金を負担している場合にはその金額を把握していますか。（〇は
ひとつ） 

１ 事業主から拠出されている掛金額がわかる。また、ご自身も掛金を負担してい
る場合には、その金額もわかる。 ⇒問３－２へ 

 
２  その他   ⇒解説 A へ 

 

問２＝２のみ表示 
解説 A-0 企業型確定拠出年金(DC)に加入している方には、毎年少なくとも一回、取引状況

や残高を知らせる通知書が届きます。あなたに最近届いた通知書はどの封筒に入っ
ていましたか。（〇はひとつ） 

１ 日本インベスター・ソリューション・アンド・テクノロジー株式会社(JIS&T 社)

     （封筒のサンプルを表示；略） 

 
２ 日本レコード・キーピング・ネットワーク株式会社(NRK 社) 

     （封筒のサンプルを表示；略） 

 
３ その他 
 
４ いずれも届いていない 
 
５ わからない・覚えていない 
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解説 A-0＝１（JIS&T）のみ表示 
解説 A-1 あなたに届いた通知書の「５．運用金額」の「掛金額（定時拠出）の明細」欄に、

直近の掛金の拠出日と金額が記載されています。 
以下の質問は、できればこの通知書をご覧になりながら、最も新しい掛金の額につ
いてお答えください。 

（例１）掛金額の内訳が記載されていないケース 

     （通知書の「掛金額（提示拠出）の明細」欄のサンプルを表示；略） 

（例２）事業主掛金額と加入者掛金額が記載されているケース 

     （通知書の「掛金額（提示拠出）の明細」欄のサンプルを表示；略） 

通知書の記載は次のどれに当てはまりますか。 
１ 例１のように、掛金額が記載され、表の下部に「各月の掛金の拠出者は、規約
に記載されている事業主様です。」と書かれている。 

２ 例２のように、事業主掛金額と加入者掛金額が分かれて記載されている。 
３ 例１でも例２でもない。 ⇒問５へ 
４ 手元に通知書はない 

  

解説 A-0＝２（NRK）のみ表示 
解説 A-2 あなたに届いた通知書の「拠出金履歴」欄に、直近の掛金の拠出日や拠出金額等

が記載されています。 
以下の質問は、できればこの通知書をご覧になりながら、最も新しい掛金の額につ
いてお答えください。 

     （通知書の「掛金額（提示拠出）の明細」欄のサンプルを表示；略） 

通知書の記載は次のどれに当てはまりますか。 
１ 最も新しい拠出区分期間の加入者掛金が０円である。 
２ 最も新しい拠出区分期間の事業主掛金と加入者掛金がどちらも０円でない。 
３ 拠出金種類に「中小事業主掛金」が記載されている。 ⇒問５へ 
４ 手元に通知書はない 

  

解説 A-0＝３（その他）のみ表示 
解説 A-3 あなたに届いた通知書の「掛金の拠出状況」欄または「掛金情報」欄に、直近の

掛金の拠出日と金額が記載されています。 
以下の質問は、できればこの通知書をご覧になりながら、最も新しい掛金の額につ
いてお答えください。 

通知書の記載は次のどれに当てはまりますか。 
１ 事業主掛金の額が記載されている。 
２ 事業主掛金と加入者掛金の額が記載されている。 
３ 事業主掛金が記載されていない。 ⇒問５へ 
４ 手元に通知書はない 
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解説 A-0＝５（わからない、覚えていない）のみ表示 
解説 A-4 前問で「わからない・覚えていない」と回答された方にご説明いたします。 

 
あなたに通知書が届いていれば、その通知書には直近の事業主掛金と加入者掛金の
拠出日と金額が記載されています。通知書の「掛金額（定時拠出）の明細」「拠出金
履歴」「掛金情報」「掛金の拠出情報」といった欄をご覧ください。 
次からの質問は、通知が手元にあればそれをご覧になりながら、最も新しい掛金の
額についてお答えください。 
 
 なお、通知書に事業主掛金の記載がない、又は「中小事業主掛金」が記載されて
いる場合、その通知書は iDeCo（個人型確定拠出年金）のものです。おそれ入ります
が、企業型確定拠出年金の通知書でお答えください。 

（解説 A-1～A-3＝１）のみ表示 
問３－１ 企業型確定拠出年金（DC）に事業主から拠出されている掛金額は１か月あたり

いくらですか。 

１ 金額がわかる 

１か月あたり 
 万  千  百  十  円 

２ わからない 

  

（問２＝１）or（解説 A-0＝４，５）or（解説 A-1～A-3＝２，４）のみ表示 
問３－２ 企業型確定拠出年金（DC）に拠出されている掛金額は１か月あたりいくらです

か。事業主掛金と加入者掛金にわけてお答えください。 

(a)事業主掛金 
１ 金額がわかる 

１か月あたり 
 万  千  百  十  円 

２ わからない 
 
(b)加入者掛金 
１ 拠出していて、金額がわかる 

１か月あたり 
 万  千  百  十  円 

２ 拠出しているが、金額はわからない 
３ 拠出していない 
４ わからない 
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（解説 A-1～A-3＝１）or（問３－２(b)＝３）のみ表示 
問４ あなたは加入者掛金を拠出していないとお答えになりました。あなたの勤務先では

マッチング拠出の制度はありますか。マッチング拠出とは、会社が拠出する掛金に、
加入者が掛金を上乗せして拠出できる仕組みのことです。（〇はひとつ） 

１ 勤務先ではマッチング拠出の制度がある 
２ 勤務先ではマッチング拠出の制度がない 
３ わからない 

  

問５ あなたのお勤めの会社の確定拠出企業年金には何歳まで加入可能かご存知ですか。 

  １ 知っている 

  歳 

  ２ 知らない   
 

 

企業型 DC の投資教育・リテラシー（問６～13） 
(SC２≦64)＆(SC９(a)＝１) のみ

問６ 企業型確定拠出年金（DC）制度に関して、会社や企業年金基金が主催する教育・研
修を受けましたか。または会社などから資料の配布を含めて何らかの情報提供を受けま
したか。（〇はひとつ） 

１ 加入時のみ受けた 
２ これまで継続的に何回か受けた 
３ 勤務先では教育・研修が実施されていたが受講しなかった 
４ 勤務先では、教育・研修や情報提供は実施されていない 
５ その他（        ）  
６ わからない 

  
問６＝３のみ 
問７ 勤務先での研修を受講しなかったのはなぜですか。あてはまるものを全てお選びく

ださい。（〇はいくつでも） 

１ 必要性を感じなかったから        ５ 面倒だったから 
２ 忙しくて受講する時間がなかったから   ６ その他（          ）
３ 時間が合わなかったから         ７ わからない 
４ 受講方法がわからなかったから 

  
問６＝１，２のみ 
問８ 受講したのはどのような形式のものですか。あてはまるものを全てお選びください。

（〇はいくつでも） 

１ 対面セミナー  ２ ネットでのセミナー配信 
３ ｅラーニング・電子機器を用いた双方向対話型の教材  ４ 社内メール 
５ 社内報  ６ 個別相談  ７ パンフレットや冊子など印刷物の配布 
８ PDF などの電子媒体の文書（ニュースレターなど） 
９ 映像・動画の視聴  １０ その他（          ） 
１１ わからない 
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問６＝１，２のみ 
問９ 受講した教育・研修は役に立ちましたか。（〇はひとつ） 

１ たいへん役に立った 
２ まあまあ役に立った 
３ あまり役に立たなかった 
４ 役に立たなかった 
５ わからない 
６ その他（                            ） 

  
問 10 あなたは企業型確定拠出年金の資産の運用にどのように取り組んでいますか。あて

はまるものを全てお選びください。（〇はいくつでも） 

１ 商品の情報を積極的に収集している 
２ 選択した商品の運用成績を 1年に 1 回以上確認している 
３ 商品選択の見直しについて日頃から意識している 
４ ロボットアドバイザーを利用している 
  ※ロボットアドバイザーとは、人工知能によってその人に合った資産の運用を

提案するサービス 
５ 資産運用に関心がないわけではないが、これまで特に何もしていない 
６ 資産運用に関心がなく、特に何もしていない 
７ その他（                            ） 

  
問 11 企業型確定拠出年金の資産の配分（選択する商品の構成）を考えるときに、重視し

ているのはどんなことですか。あてはまるものを全てお選びください。（〇はいくつでも）

１ 利益 
２ リターンとリスクのバランス 
３ 安全性 
４ 分散投資 
５ 年金を受け取るまでの期間 
６ 収入・支出と今後の家計の見込み 
７ できるだけ見直しなどの手間をかけずに運用できるかどうか 
８ 特にない、わからない 
９ その他（                   ） 

  
問 12 企業型確定拠出年金では、これまで商品の変更や資産配分の変更を行ったことがあ

りますか、または今後行う予定はありますか。（〇はひとつ） 

１ 過去に実施したことがある 
２ 実施したことはないが、今後機会があれば実施したい 
３ 実施したことはないし、将来も特にするつもりはない 
４ 実施したことはないが、将来どうするかまではわからない 
５ よくわからない 
６ その他（                   ） 

  
問 12＝１，２のみ 
問 13 企業型確定拠出年金で商品の変更や資産配分の変更を行う目的は何ですか。あては

まるものを全てお選びください。（〇はいくつでも） 

１ 値上がり等の利益の確保のため 
２ リバランス（資産配分比率の調整）のため 
３ 資産の安全のため 
４ 利益を見込める商品構成にするため 
５ 運用手数料を減らすため 
６ 経済環境の変化などに対応するため 
７ その他（                   ） 
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iDeCo（問 14～16）  (SC２≦59) ＆ (SC7＝１) ＆ (SC11＝１) のみ 

問 14 あなたは iDeCo に加入しているとお答えになりました。iDeCo を始めたのはなぜで
すか。あてはまるものを全てお選びください。（〇はいくつでも） 

１ 節税効果に魅力を感じたから 
２ お金が余っているから 
３ 公的年金や企業年金だけでは老後が不安だから 
４ 老後資産をもっと増やしたいから 
５ 預貯金ではお金が増えないから 
６ 投資・積立が好きだから 
７ 所属企業がすすめてくれたから 
８ 人に勧められたから 
９ 転退職に伴い、企業型確定拠出年金(DC)の資産を移管するため 
10 確定給付企業年金(DB)や厚生年金基金の資産を移管するため 
11 特に理由はない、わからない 
12 その他（          ） 

  

問 15 あなたはご自身が負担する iDeCo の掛金額を把握していますか。 
また、勤務先の事業主があなたの iDeCo のために掛金を追加負担している場合には、
その金額を把握していますか。（〇はひとつ） 

１ ご自身の負担している掛金額がわかる。また、勤務先が追加負担している場合
には、その金額もわかる。 ⇒問 16－２へ 

 
２  その他 ⇒解説 B へ 

  

問 15＝２のみ表示 
解説 B-0 ｉＤｅＣｏに加入している方には、毎年少なくとも一回、取引状況や残高を知ら

せる通知書が届きます。あなたに最近届いた通知書はどの封筒に入っていましたか。
（〇はひとつ） 

１ 日本インベスター・ソリューション・アンド・テクノロジー株式会社(JIS&T 社)

     （封筒のサンプルを表示；略） 

 

２ 日本レコード・キーピング・ネットワーク株式会社(NRK 社) 

    （封筒のサンプルを表示；略） 

 
３ ＳＢＩベネフィット・システムズ株式会社 

     （封筒のサンプルを表示；略） 

 
４ その他 
５ いずれも届いていない 
６ わからない・覚えていない 
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解説 B-0＝１（JIS&T）のみ表示 
解説 B-1 あなたに届いた通知書には、拠出された掛金の拠出日と金額が記載されていま

す。それは、「５．運用金額」の「掛金額（定時拠出）の明細」欄を見れば分かりま
す。 
 勤務先で iDeCo＋（イデコプラス）が実施されていれば、中小事業主掛金の金額が
記載されています。 
 以下の質問は、できればこの通知書をご覧になりながら、最も新しい掛金の額に
ついてお答えください。 

     （通知書の「掛金額（提示拠出）の明細」欄のサンプルを表示；略） 

通知書の記載は次のどれに当てはまりますか。 
１ 上の例のように加入者本人が拠出する掛金が記載されている。 
２ 加入者掛金と中小事業主掛金の額が記載されている。 
３ いずれでもない。 ⇒問 17 へ 
４ 手元に通知書がない。 

  

解説 B-0＝２（NRK）のみ表示 
解説 B-2 あなたに届いた通知書には、拠出された掛金の拠出日や拠出金額等が記載されて

います。それは、「拠出金履歴」欄を見れば分かります。 
 勤務先で iDeCo＋（イデコプラス）が実施されていれば、中小事業主掛金の金額が
記載されています。 
 以下の質問は、できればこの通知書をご覧になりながら、最も新しい掛金の額に
ついてお答えください。 

     （通知書の「掛金額（提示拠出）の明細」欄のサンプルを表示；略） 

通知書の記載は次のどれに当てはまりますか。 
１ 上の例のように中小事業主掛金の額が記載されていない。 
２ 加入者掛金と中小事業主掛金の額が記載されている。 
３ いずれでもない。 ⇒問 17 へ 
４ 手元に通知書がない。 

  

解説 B-0＝３（SBI ベネフィット・システムズ）のみ表示 
解説 B-3 あなたに届いた通知書には、拠出された掛金の拠出日と金額が記載されていま

す。それは、「掛金情報」欄を見れば分かります。 
 勤務先で iDeCo＋（イデコプラス）が実施されていれば、中小事業主掛金の金額が
記載されています。 
 以下の質問は、できればこの通知書をご覧になりながら、最も新しい掛金の額に
ついてお答えください。 

通知書の記載は次のどれに当てはまりますか。 
１ 加入者掛金は記載されているが、中小事業主掛金は記載されていない。 
２ 加入者掛金と中小事業主掛金の額が記載されている。 
３ いずれでもない。 ⇒問 17 へ 
４ 手元に通知書がない。 
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解説 B-0＝４（その他）のみ表示 
解説 B-4 前問で「わからない・覚えていない」と回答された方にご説明いたします。 

あなたに届いた通知書には、拠出された掛金の拠出日と金額が記載されています。
それは、「掛金の拠出状況」などといった欄を見れば分かります。 
 勤務先で iDeCo＋（イデコプラス）が実施されていれば、中小事業主掛金の金額が
記載されています。 
 次の質問は、できればこの通知書をご覧になりながら、最も新しい掛金の額につ
いてお答えください。 

通知書の記載は次のどれに当てはまりますか。 
１ 加入者掛金は記載されているが、中小事業主掛金は記載されていない。 
２ 加入者掛金と中小事業主掛金の額が記載されている。 
３ いずれでもない。 ⇒問 17 へ 
４ 手元に通知書がない。 

  

解説 B-0＝６（わからない、覚えていない）のみ表示 
解説 B-5 あなたに通知書が届いていれば、その通知には拠出された掛金の拠出日と金額が

記載されています。通知書の「掛金額（定時拠出）の明細」「拠出金履歴」「掛金情
報」などの欄をご覧ください。 
 勤務先で iDeCo＋（イデコプラス）が実施されていれば、中小事業主掛金の金額が
記載されています。 
 以下の質問は、通知が手元にあればそれをご覧になりながら、最も新しい掛金の
額についてお答えください。 
 
 なお、通知書に中小事業主掛金ではなく、「事業主掛金」が記載されている場合、
その通知書は企業型確定拠出年金のものです。おそれ入りますが、iDeCo（個人型確
定拠出年金）の通知書でお答えください。 

 (解説 B-1～B-4＝１) or ( (問 15＝１ or 解説 B0=5,6 or 解説 B1～B4=4)and(SC9(a)=1 or 
SC9(b)=1 or SC9(c)=1) )のみ表示 

問 16-1 iDeCo 掛金額は１か月あたりいくらですか。通知書には加入者掛金として記載さ
れています。 

１ 金額がわかる 

 万  ０ ０ ０ 円／月 

２ 金額がわからない 
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((問 15＝1 or 解説 B-0＝5,6 or 解説 B-1～B-4＝4)and(SC9(a)≠1 and SC9(b)≠1 and 
SC9(c)≠1))  or (解説 B1～B4=2)のみ表示 

問 16-2 iDeCo 掛金額は１か月あたりいくらですか。加入者掛金と中小事業主掛金にわけ
てお答えください。 
ここで加入者掛金とはあなたが負担した掛金のことです。 
また、中小事業主掛金は、あなたの勤務先で iDeCo＋（イデコプラス）が実施され
ている場合に事業主が負担した掛金のことです。 
※iDeCo＋（イデコプラス）とは、企業年金を実施していない中小企業の事業主が、
iDeCo に加入している従業員のために、掛金を追加して拠出する仕組みのことで
す。 

(a)加入者掛金 
１ 金額がわかる 

 万  ０ ０ ０ 円／月 

２ 金額がわからない 
 
(b)中小事業主掛金 
１ 拠出されていて、金額がわかる 

 万  ０ ０ ０ 円／月 

２ 拠出されているが、金額はわからない 
３ 拠出されていない 
４ 拠出されているかどうかわからない 

  

 

iDeCo の投資教育・リテラシー（問 17～24） 

(SC２≦59)＆(SC7＝1)＆(SC11＝1)のみ

 

問 17 これまで iDeCo に関して教育・研修を受けましたか。または資料の配布を含めて何
らかの情報提供を受けましたか。（〇はひとつ） 

１ 加入時のみ受けた 
２ これまで継続的に何回か受けた 
３ 金融機関等（運営管理機関）でセミナー等の教育・研修が実施されていたが受
講しなかった 

４ 金融機関等（運営管理機関）では、教育・研修や情報提供は実施されていない
５ その他（        ）  
６ わからない 
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問 17＝３のみ 
問 18 セミナー等を受講しなかったのはなぜですか。あてはまるものを全てお選びくださ

い。（〇はいくつでも） 

１ 必要性を感じなかったから        ５ 面倒だったから 
２ 忙しくて受講する時間がなかったから    ６ その他（          ）
３ 時間が合わなかったから         ７ わからない 
４ 受講方法がわからなかったから 

  
問 17＝１，２のみ 
問 19 受講したのはどのような形式のものですか。あてはまるものを全てお選びください。

（〇はいくつでも） 

１ 対面セミナー  ２ ネットでのセミナー配信 
３ ｅラーニング・電子機器を用いた双方向対話型の教材   ４ 個別相談  
５ パンフレットや冊子など印刷物の配布 
６ PDF などの電子媒体の文書（ニュースレターなど） 
７ 映像・動画の視聴  ８ その他（          ）  ９ わからない

  
問 17＝１，２のみ 
問 20 受講した教育・研修は役に立ちましたか。（〇はひとつ） 

１ たいへん役に立った 
２ まあまあ役に立った 
３ あまり役に立たなかった 
４ 役に立たなかった 
５ わからない 
６ その他（                            ） 

  

問 21 あなたは iDeCo の資産の運用にどのように取り組んでいますか。あてはまるものを
全てお選びください。（〇はいくつでも） 

１ 商品の情報を積極的に収集している 
２ 選択した商品の運用成績を 1年に 1 回以上確認している 
３ 商品選択の見直しについて日頃から意識している 
４ ロボットアドバイザーを利用している 
  ※ロボットアドバイザーとは、人工知能によってその人に合った資産の運用を

提案するサービス 
５ 資産運用に関心がないわけではないが、これまで特に何もしていない 
６ 資産運用に関心がなく、特に何もしていない 
７ その他（                            ） 
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問 22 iDeCo の資産の配分（選択する商品の構成）を考えるときに、重視しているのはど

んなことですか。あてはまるものを全てお選びください。（〇はいくつでも） 

１ 利益 
２ リターンとリスクのバランス 
３ 安全性 
４ 分散投資 
５ 年金を受け取るまでの期間 
６ 収入・支出と今後の家計の見込み 
７ できるだけ見直しなどの手間をかけずに運用できるかどうか 
８ 特にない、わからない 
９ その他（                   ） 

  

問 23 iDeCo では、これまで商品の変更や資産配分の変更を行ったことがありますか、ま

たは今後行う予定はありますか。（〇はひとつ） 

１ 過去に実施したことがある 
２ 実施したことはないが、今後機会があれば実施したい 
３ 実施したことはないし、将来も特にするつもりはない 
４ 実施したことはないが、将来どうするかまではわからない 
５ よくわからない 
６ その他（                   ） 

  
問 23＝１，２のみ 
問 24 iDeCo で商品の変更や資産配分の変更を行う目的は何ですか。あてはまるものを全

てお選びください。（〇はいくつでも） 

１ 値上がり等の利益の確保のため 
２ リバランス（資産配分比率の調整）のため 
３ 資産の安全のため 
４ 利益を見込める商品構成にするため 
５ 運用手数料を減らすため 
６ 経済環境の変化などに対応するため 
７ その他（                   ） 

  

 

老後のための積み立て・年金（問 25～27）  本調査対象者 all 

問 25 あなたは、ご自身の老後のためにどの程度の額の資産を準備する必要があると考え
ていますか。 

１ 金額を具体的に考えたことがある 

  

億     万円 

 
２ 具体的な金額を考えたことはない 
３ 老後のための資産を準備する必要はない 
４ その他（                ） 
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問 26 iDeCo 以外で、老後資産形成のため行なっている定期的な積み立て等があれば、過
去１年間の掛金額や積立額等をお答え下さい。 

(a) 財形貯蓄（財形年金） 

１．現在、定期的な積み立ては行っていない 
２．過去 1年間の掛金額又は積立金額がわかる 

 

 万     円／年 

３．現在、定期的な積み立てを行っているが、金額はわからない 

 
(b) つみたて NISA 

１．現在、定期的な積み立ては行っていない 
２．過去 1年間の積立金額がわかる 

 

 万     円／年 

３．現在、定期的な積み立てを行っているが、金額はわからない 

 
(c) その他の個人年金 

１．現在、定期的な積み立ては行っていない 
２．過去 1年間の保険料の金額がわかる 

   

 万     円／年 

３．現在、定期的な積み立てを行っているが、金額はわからない 

 
(d) その他の積み立て 

財形貯蓄(財形年金)、つみたて NISA、その他の個人年金 以外で、老後のた
めの定期的な積み立て等をしていますか。具体的に積み立てをしている金融商
品の名称をご記入ください。（自由回答） 

１．金融商品名①（     ） 
２．金融商品名②（     ） 
３．金融商品名③（     ） 
４．していない 

  
問 27 「問 26(d)＝１を再掲」の積み立て額を教えてください。 

１ 過去１年間に積み立てた金額がわかる 

   

 万     円／年 

２ わからない 

（注）「問 26(d)＝１を再掲」には、問 26(d)＝１で回答された文言を表示する。 
 

※ 以下、「問 26(d)＝２」「問 26(d)＝３」についても同様。 
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仕事と定年（問 28～34）  本調査対象者 all 

SC４=２～５のみ 
問 28 現在のお勤め先に定年はありますか、定年がある場合、それは何歳ですか。 

  １ 定年がある 

  歳

  ２ 定年はない 
  ３ わからない 

  

(SC４=２～５)and(問 28＝１)のみ 
問 29 定年後に引き続き現在のお勤め先で仕事を続ける制度はありますか。ある場合それは

何歳までですか。 

  １ 継続雇用・再雇用制度ある 

  歳まで 

  ２ 制度はない 
  ３ わからない 

  

SC４=１～11 のみ 
問 30 今後、現在の勤め先で仕事を続けたいと考えていますか。（○はひとつ） 

１ 現在の勤め先で仕事を続けていきたい 
２ 現在の勤め先で仕事を続けるが、将来、定年や事業を子ども等に譲った後は別
の仕事をしてみたい 

３ 現在の勤め先をやめて、転職したい 
４ 現在の勤め先をやめて、引退したい（その後は仕事につかない） 
５ その他（                           ） 

  
（本調査対象者 all） 
問 31 いつごろまで働きたいと考えていますか。（○はひとつ） 

１ 可能な限り働き続けたい。 
２ 公的年金の年金受給年齢を迎えるまで働き、その後は引退したい（その後は仕
事につかない）。 

３ 公的年金の年金受給年齢を迎える前に仕事をやめ、そのまま引退したい（その
後は仕事につかない）。 

４ 定年を迎えるまで働き、その後は引退したい（その後は仕事につかない）。 
５ 定年を迎える前に仕事をやめ、そのまま引退したい（その後は仕事につかな
い）。 

６ その他（                           ） 
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（本調査対象者 all） 
問 32 出来ることなら何歳まで働き続けたいとお考えですか。 

 歳   
 

問 31＝１のみ 
問 33 可能な限り働き続けたいとお答えになったのは何故ですか。あてはまるものを全て

お選びください。（○はいくつでも） 

１ 健康を維持するため 
２ 生計を立てるため 
３ 勤務先から働き続けてほしいといわれているため 
４ 社会貢献のため 
５ 働くことが生きがいであるため 
６ その他（                           ） 

 

問 31＝２～５のみ 
問 34 引退したいとお考えになった理由や要因は何ですか。あてはまるものを全てお選び

ください。（○はいくつでも） 

１ 勤め先が思い当たらないため 
２ 労働条件が良くないと思われるため 
３ 生活に困らない見込みであるため 
４ 体力・気力の限界を感じたため 
５ 健康に不安があるため 
６ 趣味やボランティアなど仕事以外にやりたいことがあるため 
７ 親族を介護しなければならないため 
８ その他（                           ） 

  

ご家族・家計等について（問 35～37）  

本調査対象者 all 
問 35 あなたを除いて同居されている方は全部で何人ですか。（○はひとつ）             

１ 0 人（一人暮らし）    ４ 3 人               ７ 6 人                     
２ 1 人         ５ 4 人              ８ 7 人                     
３ 2 人         ６ 5 人        ９ 8 人以上          

 

問 35＝２～９のみ表示 
問 36 現在、あなたはどなたと一緒にお住まいですか。あなたとの続柄でお答えください。

あてはまる方を全てお選びください。（○はいくつでも） 

１ 父や母（配偶者の父や母を含む）     ６ 兄弟姉妹（配偶者の兄弟姉妹を含む）
２ 配偶者              ７ その他親族 
３ 子                ８ その他（           ）
４ 祖父や祖母（配偶者の祖父や祖母を含む） 
５ 孫 

 

本調査対象者 all 
問 37  あなたが現在お住まいの住居は、次のどれですか。（〇は１つだけ） 

１ 持ち家（一戸建て）          ４ 公社・公団・公営の賃貸住宅 
２ 持ち家（分譲マンション等）      ５ 民間の賃貸住宅 
３ 社宅、公務員住宅、会社の寮       ６ その他（          ）
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